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北部太平洋まき絹地域漁業復興プロジェクト大津地区漁業復興計画

1 . 目的

平成23年3月11日に発生した東日本大震災から 3年が経過し、各地で水産関連施設の復旧等、

震災からの復興に向けた取り組みが進んでいる。当大津地区においても、津波等により港湾関連施

設が甚大な被害を受けたが、県、市、地域が一体となって一日も早い復旧に向けて全力で取り組み

が進められている所である。大津地区における水産業の復興に当たっては、基幹産業である大中型

まき網漁業による大津港への水揚げの積極的な推進が不可欠であり、新規に建設予定の冷凍・冷蔵

庫等の関連施設を最大限に活用した流通・加工業への供給体制の再構築が急務となっている。

当地区を根拠地とする大中型まき網漁船のは経営体7船団Jは、大津波により船体損害、漁網

の流失、倉庫・作業場等の施設の損壊等の被害を受けた。福島第一原子力発電所事故に伴う放射能

汚染水流失問題に起因する操業自粛海域の設定、三陸各港における水揚げの制約等が続いているが、

以下のように確実に復旧が進んできており、今般、大中型まき網漁業の大津地区漁業復興計画を策

定・実施する環境が整ったところ。

①大津港の漁港関連施設はまだ復旧途上にあるものの、水揚げ岸壁はほぼ復旧し、大中型まき網

漁船の水揚げが行える状況となった。

②復興交付金を活用した水揚施設、冷凍・冷蔵庫及び製氷工場の建設・整備が進められており、

又、当地区の大中型まき網漁船による計画的な大津港への水揚協力も表明された。

③平成25年11月初日をもって北部太平洋まき網漁連による放射性物質検査時一斉休漁が解除さ

れ、操業日数も正常化に向っているo

④東北地域の造船所の復旧・大型船建造に対応する船台の新設等により、全国的に大中型まき網

漁船の建造に対応できる船台確保の目途が立ってきた。

以上のような状況から、大津地区の大中型まき網漁船に改革型漁J訟を順次導入し、大津地区の漁

業復興の加速化を図っていくこととする。改革型漁船の導入に当たっては、操業体制を抜本的に見

直し、少ない漁獲量でも収益が確保できる収益性重視の操業体制への転換を図ることにより漁業経

営の安定化に取り組むとともに、流通・加工業とも連携して新たな水産物の供給体制を確立し、関

連産業も含めた地域の水産業の復興に取り組むこととする。
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2.地区の概要

北茨城市は茨城県の最北部、福島県との県境南側に位置し、水産庁の定める第3種漁港が2港存

在する。大津地区には、まき網漁業、沖合・小型機船底曳網漁業、船曳網漁業、釣り漁業等があり、

基幹産業である大中型まき網漁業は、 80トン型漁船が6船団、改革型漁船 (199トン） 1船団で、

周年、イワシ、サバ、アジ等を対象として操業を行っている。
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現在、当地区の沿岸漁業は福島第一原発事故に伴う放射性物質問題への懸念から操業が大きく制

約されているが、大中型まき網漁業については、福島県沖に操業自粛海域が設定されているものの、

その操業は正常化に向かいつつある。

この様な中、 今般、復興交付金が北茨城市に交付され、漁港施設の新魚市場・新製氷工場・新冷

凍冷蔵庫の建設が開始されており、これらの施設を活用した水揚げの促進、流通・加工の活性化が

地域の重要な課題となっている。
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《大津漁協所属まき網漁業の震災被害［震災後］》

1.まき網漁船の被害

船名

大演漁業械｜第7大演丸

閥不動丸 ｜第33不動丸

本網：網船運：運搬船

トン数｜ ｜ 震災時の場所 状況 平成24年3月現在

2.潟、網及び施設等の被害

漁網

関不動丸 2ヶ統分流出

丸徳漁業開
2ヶ統分流出

2ヶ統分大破

情j福栄丸漁業
2ヶ統分流出

予備網大破

大演漁業附 1ヶ統分流出

丸成漁業側 3ヶ統分流出

備新田漁業
2ヶ統分流出

予備網大破

初｜網｜ノj、名浜造船

305 ｜運｜気仙沼木戸浦造船

陸上乗り上げ｜修繕23年5月復旧

陸上乗り上げ｜修繕23年8月復旧

施設等 復旧状況

事務所・倉庫等津波によ 茨城県共同利用漁船等復旧支援対策事

り大破 業等の活用により復旧完了

自宅・事務所等津波によ
向上

り大破

漁網倉庫等津波により
向上

大破

製氷工場等大破 向上

自宅・事務所・棟、網倉庫
向上

等津波により大破

事務所等津波により大破
向上

大樟地区の大中型まき網漁船7船団（6経営体）

まき網務局昔（網船） 船団構成 備考

1 第21不動丸 199トン 網船1隻 運搬船l隻 がんばる漁業実施中

2 第11不動丸 80トン 網船1隻・探索船1隻・運搬船l隻 計画検討中

3 第1全徳丸 80トン 網船l隻・探索船1隻・運搬船1隻 計画検討中

4 第 11福栄丸 80トン 網船1隻・探索船l隻・運搬船l隻 計爾検討中

5 第7大苦言丸 80トン 網船1隻・探索船1隻・運搬船1隻 計画検討中

6 第3海栄丸 80トン 網船l隻・探索船1隻・運搬船l隻 今回計画対象船

7 第7新丸 80トン 網船1隻・探索兼運搬船1隻・運搬船l隻 今回計画対象船
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【震災直後被害写真】

①大津漁港上空よりの写真

珍

②旋網船物揚げ場

③小型船係留場～第2市場

平成26
年4月現 【漁港修復進捗状況】
No.1 

①油槽所跡地

②旋網船物揚げ場（完了）
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【震災産後被害写真】
No.2 

【漁港修復進捗状況】

④小型船係留場 ④小型船係留場

⑤陸電施設 ⑤陸電施設（完了）

⑥大津港東部地区 ⑥大津港東部地区（完了）

・砂
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【震災直後被害写真】
No.3 

【漁港修復進捗状況】

⑦旋網船係留場 ⑦旋網船係留場（完了）

ノ
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⑧旋網船水揚場 ⑧旋網船水揚場

」圃V

⑨第3計量施設 ⑨第3計量施設（完了）
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【震災直後被害写真】
No.4 

【漁港修復進捗状況】

⑩第3市場西側岸壁 ⑩第3市場西側岸壁

⑪第2市場 ⑪第2市場（撤去）

預・砂

⑫第3市場東側岸壁 ⑫第3市場東側岸壁

・砂

7 



3.計爾内容

( 1）参加者名簿

①北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト地域漁業復興協議会

所属機関名 役職 氏名

日本政策金融公庫農林水産事業本部営業推進部
グループリーダー 野頭賢一

林業水産営業グループ

東京水産大学 名誉教授 竹内正一

全国水産加工業協同組合連合会 常務理事 杉浦正悟

石巻魚市場株式会社 代表取締役 須能邦雄

（祉金全国まき網漁業協会 専務理事 中森光征

北部太平洋まき網漁業協同組合連合会 代表理事会長 川本省自

北部太平洋まき網漁業協同組合連合会 副会長理事 鈴木徳穂

②大津地区部会

所属機関名 役職 氏名

茨城県農林水産部漁政課 課長補佐 青木総意

北茨城市環境産業部農林水産課 農林水産課長 新妻博文

日本政策金融公庫東京支店
課長 新鞍和重

農林水産事業林業水産第一課

茨城県信用漁業協同組合連合会 代表理事専務 栗田敏夫

大津漁業協同組合 代表理事組合長 鈴木将之

大津港水産加工業協同組合 代表理事組合長 杉本佳幸

北茨城市大津水産地方卸売市場 市場長 坂本善郎

茨城県旋網漁業協同組合 専務理事 菅谷邦生

(2）復興のコンセプト

大津地区所属の大中型まき網漁占昔（7船団6経営体）は、 1船団3隻体制でイワシ・サパ・アジ等

を対象に北部太平洋海域で操業に従事してきた。この内の1船団（第21不動丸）は、先行して fが

んばる漁業復興支援事業jを活用し、 199t型改革網船の導入により 1船団2隻体制での収益性向上

の取り組みを行っているところであるが、当地区の水産業復興に向けた環境整備が本格化しつつあ

る状況を踏まえ、今般新たに2船団について 199t型又は300t型の改革型網船を導入し、操業体

制の抜本的見直しを行うとともに、併せて、漁獲物の大津地区への水揚を推進し、港湾施設及び冷

凍・冷蔵庫、製氷施設等の復旧の進捗に合わせて生産者・市場・買受人・流通業者等が一体となっ

て食料向けへの水揚比率の向上により大津地区水産業の復興と安定的な発展に取り組む。
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＜生産に関する事項：大中型まき網漁業＞

199トン型新船（縞船）導入タイプの取組み（丸成漁業鰯）

北部太平洋海区において先行して実証・稼働している 199t型船をモデルとした改革型網船を導入

し、現行の1船団3隻体制を2隻体制（網船1隻、運搬船l隻）に縮減し、生産コストの削減と漁

船の安全性・居住性向上を図り、漁獲量は減少する計画の中でも、収益性が確保できる操業体制の

確立を目指す。

0具体的事項
・l船団2隻体制による、生産コストの削減

・改革型網船の導入による安全性、居住性、労働環境性の改善

．若手乗組員の積極採用及び育成

－新型ネットホーラー採用による潟、携作業の効率化

．燃油消費の節減対策

・運搬船の特定魚始をステンレス貼り、紫外線殺菌装置導入による衛生高度化及。濡鮮度化

－従来実績よりも少ない漁獲量でも収益が確保できる操業体制の確立により、資源管理型漁業を

推進

300トン型新船（網船）導入タイプの取組み（樹新田漁業）

同タイプの実施予定船団である第7新丸は、平成20年 10月～平成23年9月に改革型運搬船を導

入し、もうかる漁業創設支援事業による実証操業を実施した。この実証事業を基盤としつつ、震災

後の状況を踏まえ、今般、安全性・居住性を向上させた 300t型の改革型運搬機能付網船を導入し、

現行3隻体制から更に運搬船l隻を削減して2隻体制（運搬機能付網船・探索兼運搬船）として生

産コストの削減を図りつつ、高鮮度・高品質による付加価値向上の取り組み、少ない漁獲量でも収

益が確保できる操業体制の確立を目指す。

0具体的事項
・l船団2隻体制による生産コストの削減

・運搬機能付網船の魚槍への冷却装置を設置及び魚般の蓋を二重蓋にすることによる漁獲物の高

鮮度化

・運搬機能付網船の会魚姶に舶用紫外線殺菌装置を設置による衛生高度化及び高鮮度化

・300t型対応新型揚網機（デ、ノレタワインダー）による漁携作業の効率化

－停泊用発電機を導入した燃油消費の節減対策

－若手乗組員の積極採用及び育成

・フィッシュポンプ採用による漁携作業の効率化

・従来実績より少ない漁獲量でも収益が確保できる操業体制の確立により、資源管理型漁業を推

進
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＜流通販売に関する事項＞

当大津地区では、東日本大震災の被害により大中型まき網漁船による水揚げが困難となっていた

が、地域の復興計画に並行して、復興交付金を活用して水揚受入施設、冷凍・冷蔵庫及び製氷工場

の整備を進めている所である。

大津地区におけるまき網漁獲物の水揚は、従来、餌料向けの取り扱いが中心であり、昭和50年代

のイワシ類の好漁と養殖業隆盛により昭和58年度には15万トンの水揚を記録するなど繁栄したが、

その後のイワシ漁獲減少と養殖業衰退により、当地区の水揚も減少してきた。この間に、銚子等の

他地区の港は加工製品用冷凍物の取り扱いを増加させ水揚の確保を図ったが、大津地区は餌料向け

から食料向けへの転換の時期を逸し、地元冷凍業者も衰退の一途をたどり現在に至っている。

この様な状況を打破すべく、大震災からの全面的な関連施設の復旧を図る中で、当組合が新規に

冷凍・冷蔵庫を建設し、冷凍事業に参画し、食料向けの出荷を増加させる計画としている。この計

画の実施に当たっては、当地区大中型まき網漁占的苦輪番制で大津地区での水揚を行う等、全面的な

協力を行うことを表明している。

上記の食料向け出荷の推進に当たっては、新設される冷凍・冷蔵庫、新規製氷工場の高品質製氷

（プレート氷）を活用する。又、まき網漁』昔の運搬船に滅菌装置を順次設置することにより、漁獲

物の高衛生化・高鮮度化を進め、大手水産仲卸業者とも提携した鮮魚出荷及び加工用品向けの冷凍

製品の出荷の増加を図る。加えて、北茨城市の協力により導入が決定している非破壊式放射能検査

機の活用により、安心・安全な漁獲物を提供するため、放射性物質問題に起因する風評被害への対

応も併せて行う。

又、震災前より取り組んできた各種地域活性化の取り組み（ブ、ルーツーリズム・水産物地震地消

推進事業による各種イベントへの参画等）にも積極的に参画し、地域の魚食普及を図り、地元加工

業者を含む関連産業と一体となって地域水産業の復興・振興に取り組む。

0 具体的事項

0 

・魚市場機能の復旧及び新設される冷凍・冷蔵庫、新規製氷工場の活用による魚価の向上 （〉
．大手水産仲卸会社と連携した高鮮度漁獲物の販路拡大

－風評被害対策として非破壊検査機（放射能分析器）による水揚げ検査を徹底し、安心・安全性

のPR活動の強化

－地域の活性化ビジョン構想に参画し、魚食普及事業の推進・地場産業とタイアップした地域全

体の復興への取り組み
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( 3）復興の取組内容 （丸成漁業側）

大事項 中事項 復興前の現状と課題 記号 取組内容 見込まれる効果 効果の根拠

生産に 船団の合理 1船団3隻体制（網船1隻、探索船1隻、 A 1船団2隻体制（網船1隻、運搬船1 1船団2隻体制となり、下記C～Fの 参考資料

関する 化 運搬船1隻）であり、生産コストが大き 隻）に縮減 取組などにより、生産コスト 45,365 P.1～2 

事項 しミ 網船（SOGT）を廃し、網船（199GT）を導 千円の削減効果

入。探索船（79GT）を削減

資源への配 水揚数量10,201トン／年（過去5年平均） B 水揚数量9,181トン／年 水揚金額734,480千円 参考資料

慮及び高衛 （探索船の削減による探索能力の減

高1ド刻て衛生化の取組、b水りみE揚Eにb金3よ額りの魚算伽出向に上おも叫~ P.3～6 生化 少により 10%減少を見込む） 待されるが

－魚鎗の一部をステンレス張りにする は加味して

ことにより塗料・錆等の異物混入防止

－既存運搬船へ紫外線殺菌装置の搭載

による高衛生化

省コスト化 ［人件費］ c －網船の漁携機器配置変更 人件費の 28,303千円／年の削減 参考資料

震災前： 3隻で、乗組員は計40名 －探索船削減 P.7 

運搬船更新後： 3隻乗組員計42名 ＝今探索船削減により 5名削減計37名

［燃油代］ D －探索船削減 1,145K I／年＝吐，072KI 参考資料

震災前： 3隻A重油消費量949kν年 ＝拍隻で計 l,072kν年 燃油消費量73kl削減 P.8～9 

運搬船更新後： 3隻A重油使用量

l,145kl／年

［修繕費］ E －探索船削減 修繕費の 45,784千円／年の削減 参考資料

震災前： 3隻で、 70,343千円／年 －新網船導入 P.10 

運搬船更新後： 3隻で95,784千円／年 キ2隻で平均50,000千円／年

［氷代］ F ・水揚げ数量は 10%減 氷代は4.25%削減 参考資料

震災前運搬船氷使用料は48,596千円 ＝今氷使用料は46,530千円 氷代の 2,066千円／年の削減 P.11 

運搬船更新後：氷使用料42,765千円

11 



大事項 中事項 復興前の現状と課題 記号 取組内容 見込まれる効果 効果の根拠

生産に関 網船の安全 網船の復原性・安全性、並びに、居住 G 新たに導入する網船において、十分な 操業安全性、労働環境の改善による労 参考資料

する事項 性・居住性 性の改善が求められている 復原性、居住環境、作業スペースを確 働意欲の向上を促し、若手船員の確保 P.12 

の向上 保 も実現 ～21 

流通販売 漁港、関連 東日本大震災により大津漁港の漁港、 H 大津漁港の復旧に参画するとともに、 新魚市場、新製氷工場、新冷凍・冷蔵 参考資料

に関する 施設の復旧 市場、製氷・冷蔵関係施設は多大な損 需要に応じた水揚げを行い、従来の餌 庫が竣工・稼働に呼応して、まき網漁 P.1～11 
事項 復興への対 害を被り、漁獲物の十分な受け入れが 料用冷凍品から食用向け加工品の冷 獲物の受入の大幅な増加が見込まれ、

応 できない。 凍事業に脱皮を図る 地域の復興、活性化につながる。

大津への計画水揚数量510ti年

12 。 。
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大事項 中事演 復興前の現状と課題 記号 取組内容 見込まれる効果 効果め根拠
生産に関す 操業形線（漁船）の

搬3隻船体、制運（搬網船船）、で探操索業兼し運て 運搬機能(130t積載）を兼備えた一層 1船団2隻体制へのスリム化等により、 参考資料
る事項 合理化 甲板の300t型網船の導入と統芸子の探 生産コストの削減が見込まれる Pl 

おり、生産コストが大きい 索兼運搬船による2隻体制に移行す

てる薪。葡ilii£＂前麗I：亨：fF殆支~ニ苔事選滋：；ti援諜襲警菰事・ 参考資料
装備し、作業艇による本格的な裏漕 における作業効率の向上が見込まれ P2～P4 

:i妻橋蒋応漏漏あ窮五百「
A 
τぎ勢作調業停で事の苔操葎業莱にあ取3り5組3下む＊ニ夢二•ti;-·戸る揚葡昭三百f子葛存暴安韮荏苔栓漂白

発生し、振れの処理に時 ら国産のデルタワインダーを導入す しつつ省力化を推進し、作業の効率
間と労力を必要とする。 る。 化を図る。

：葎おお高樹1在官邸． 「シ「薪ュ軍ポ鶏ン高プを号使あ用淳す王帝る。tjj&京店ヲエr戸ラ坊主事ヲテお宿駅お郁貰内
には、モッコを使用してい 傷の軽減及び鮮度の保持が図られる
る。 とともに、作業の効率化が図られる。

資源管理の推進及 水揚数量 ll,436t／年 ・水揚数量 10,292t/年（運搬船の削 合理的な操業と資源管理の推進が図 参考資料
び高衛生化

戦機密議書量主主－百・ド「ら：手れ首る害。車葉r：存ろ三2:~講義務方癖 P5～P9 :jj(正玉事予干5号~1ままi'ii弱．
の冷却に斑ができやすい。 蛤二重蓋の導入の導入による漁獲物 度管理を行い付加価値を向上させ

：京掻丙そあ韮蒋石詞藤：． B ~・1鮮5蛤度内費壷理蒋をを行芳うラ。スフレーク入り防 F語耳縁葱歯車撞吉瓦定語京を百周．． 
錆等の異物混入による漁 食塗料にし、且つ底面にステンレスを することにより高衛生化が図られる。日
獲物の汚染 張る（既存探索兼運搬船は紫外線殺 ACCPに適合した漁獲物の提供によ

菌装置を導入する。） り加工向けに限らず、生食用の出荷
が可能となる。

省コスト化 【人件費】 ・網船（23名）と運搬船（11名）を削減。 人件費の削減約41,903千円／年 参考資料
現行 44名 運搬機飽付網船（28名）建造により既 PIO c 

存の3探8索名兼に運縮搬減船（10名）と併せ6名減
減

【燃油消費】 ・船団縮小（運搬船1隻の削減） 1,529Kl／年司1,223Kl/年 参考資料
D ・停泊用発電機の導入による補機使

燃油消費量 306kl／年削減
3隻体制で、 1,529kl／年 用の削減 PU～Pl2 

13 



復興の取り組み内容 側新聞漁業

大事項 中事項 復興前の現状と課題 記号 取組内容 見込まれる効果 効果の根拠

生産に関す 省コスト化 【修繕費】 ・新網船の導入 参考資料
る事項 3隻体制 E ・運搬船I隻削減 修繕費約25,650千円／年の削減 Pl3 

68,050千円／年 42,400千円／年（約38%削減）
【氷代】 •＊揚数量の減少、海水冷却装置（既在 参考資料

運搬船2隻で
F 
船には導入済み）及び魚姶冷却装置の 氷代約10,500千円／年の削減 P14 

65,500千円／年 導入 (16%削減）

労働安全環境 網船の復原性・安全性及び ・漁具、総装を装備しても十分な乾舷、復 乗組員の安，；：，・安全を確保 参考資料

安全性・居住性の向上 網船・運搬船の居住性の改
G 
原性を確保 P15～P20 

善が求められている ・新設備基準に準拠した居住環境の確保 若手乗組員の確保、乗組員の労働意欲
及び停泊時に専用発電機の使用による の向上
騒音の削減

流通・販売等 漁港、関述施設の復 来日本大震災により大棒漁 －大浄漁港の復旧に参画するとともに、需 魚市場、新製氷工場、冷凍・冷蔵庫が域 参考資料

に関する事 旧復興への対応 港の漁港、製氷・冷蔵関係施 要に応じた水揚を行い、従来の餌料用冷 工、稼働に呼応して、まき網漁獲物の受 Pl～Pll 
項 設は多大な損害を被り、漁獲 凍品から食用向け加工品の冷凍事業に け入れの大幅な増加が見込まれ、地域の

物の十分な受け入れが出来 H 脱皮を図る。 復興、活性化につながる。
ない。 ・大禅への計画水揚数量400t／年

14 
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c, 

c, 

(4）復興の取組内容と支援措置の活用との関係

1) がんばる漁業復興支援事業の活用

取組記号－ A～H 

事業実施者： 大津漁業協同組合

契約漁業者： ①丸成漁業株式会社（新船導入199トン型）

②有限会社新田漁業（新船導入300トン型）

牢両船舶は茨城県北茨城市大津地区を拠点とする船舶であり、北部太平洋海区において

大中型まき網漁業に従業

実施年度： 平成27年度～29年度

（ただし、現時点でがんばる漁業復興支援事業の事業期聞は平成28年度迄である）

※I.当該船舶は茨城県北茨城市大津地区並びに同県目立市久慈地区にある船舶で

あって本計画書「1.目的jにある震災等による影響を強く受けている船舶であり、

地域水産業の復興を果たす上で重要なものである。

II.②の船舶の事業実施には国の助成を受けない。

2）その他関連する支援措置

取組記号 事業名 改革の取組内容との関係
事業実施者

実施年度
（借受者）

日本政策金融公 北部太平洋まき網漁連が取り

A-H 庫資金 組むがんばる漁業復興支援事 丸成漁業 平成27年度

（漁業経営改善支 業の実施のための船舶建造に 株式会社

援資金） 係る資金の借り受け

日本政策金融公 認定漁業復興計画に基づく省

A～H 庫資金 エネ高性能漁船等による収益 有限会社 平成27年度

（漁業経営改善 性改善の事業のための船舶建 新田漁業

支援資金） 造に係る資金の借り入れ

15 



( 5）取り組みのスケジューノレ

①漁業復興計画工程表

平成 年度 26年 27年 28年 29年 30年 31年

A ..............・・・・・＂＇I ご＞

B .................... ,, ご＞

C～F ．．．．．．．．．．ー・・・・・・・・・｜ ご＞

G ．．．．．．．．．．・・・・・・・・・・4 二＞
H •••••••••• • •• • •••••• ・I ご〉

②復興の取組による波及効果

1. 199 t型網船と 300t型運搬機能付網船の異なるタイプの改革型漁船の導入により、各々

の特徴を生かした 2隻体制での効率的な操業モデルを確立することにより、地域の基幹産

業である大中型まき網漁業の持続的な発展が図られる。

ll . 改革型漁船の導入により、居住性、安全性、労働環境が向上することで、若手乗組員の確

保がなされ船員雇用の底上げが図られる。文、操業形態の近代化・合理化により漁業経営

基盤の強化が図られる。

温 改革型漁船の導入に呼応する形で大津港における水揚受け入れ能力の復旧、冷凍・冷蔵、 く
製氷施設の建設を図り、漁獲物の水揚、供給の増加、文、生販一体となった鮮魚及ひ、水産

加工品の高付加価値化の取り組みが促進される。文、新規雇用の増加等により地域経済の

活性化が期待できる。

N. 漁業者、魚市場、水産加工業者がこれまで、以上に密に連携し、水産業の持続的発展を目指

すことで、意欲ある人材の確保・育成が期待される。

v. 上記取組の実施により、本海区全体において震災からの水産業、ひいては地域の早期の復

旧・復興を促進させる。

16 



c 

c 

4.漁業経営の展望

現在、大津地区大中型まき網潟、業は、 6経営体7船団が稼働し、北部太平洋海区において周年イ

ワシ、サパ、アジ等を対象に操業を行っている。この内1船団については、がんばる漁業復興支援

事業により改革型漁船 (199t型網船）を導入し1船団2隻体制での操業形態を実証中であるが、残

る6船団は80t型網船による 3隻体制（網船l隻、探索船1隻、運搬船1隻）（網船l隻、探索兼運

搬船l隻、運搬船1隻）で操業しており、漁船老朽化が進む中で漁船の安全性・居住性の懸念も生

じている。

また、北部太平洋海区においては、マサパ太平洋系群資源回復計画の実施等もあってサパ類資源

が増加傾向にあり、マイワシ資源についても近年増加傾向にあるが、両資源ともに未だ低位と中位

の変更点近辺にあることから、今後、資源のさらなる回復を確実にしながら、資源を一層有効に活

用する魚価向上のための取り組みを行っていく必要がある。

以上のような状況から、順次199t型改革型網船又は300t型改革型網船を導入し、漁船の安全性、

居住性、労働環境の改善を確保するとともに、船団のスリム化による生産コストの削減により漁業

経営の安定化を図りつつ、大津地区を中心とした漁獲物の付加価値向上に取り組み、資源管理を推

進しつつ収益が確保できる操業体制の構築を目指すこととする。

17 



く大中型まき網漁業＞
(1)収益性改善の目標
（収入） （単位千円・トン）、・－F 、，

震災前 運更搬新船後
復興1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

(Hl 8 22) 
(H23 25) 

水揚数量（t 10,201 7,996 9, 181 9, 181 9, 181 9, 181 9, 181 
水揚金額 664 601 658 603 734,480 734,480 734,480 734,480 734,480 
（経費）
人件費 224,954 242, 163 213 860 213 860 213 860 213 860 213,860 
燃j由代 77,457 76,231 100 768 100 768 100,768 100,768 100,768 
修繕費 70,343 95,784 40,000 30,000 70,000 40,000 70,000 
氷代 48,596 42.765 46,530 46,530 46,530 46 530 46,530 
漁具費 9,991 12,307 10.195 10, 195 10.195 10 195 10, 195 
金利 17.220 15.785 14,350 12，目15 11 480 
保険料 6,497 5,092 14.184 12.155 10.208 10,479 10 136 
公租公課 19,875 16,028 10,164 7,407 5,513 4,164 3,065 

襲普
37,530 37,713 42,157 42.157 42.157 42.157 42.157 
63,639 66,669 66 669 66 669 66 669 66,669 66,669 
12 035 19 439 12 633 12 633 12,633 12,633 12,633 

合計 570,917 614.191 574,380 558.159 592,883 560,370 587,493 
置却前利五 93,684 44.412 160,100 176,321 141,597 174,110 146 987 

※震災前の数字I立、1船団3隻の過去5ヶ年平均
※運搬船更新後の数字はH23年～25年の3ヶ年平均

（単位人）

乗組員数 震災前 運冨冨搬宰居船手各 復興1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

網船 25 25 25 25 25 25 25 
探索船 5 5 
1軍楠争W<i 10 12 12 12 12 12 12 
船団計 40 42 37 37 37 37 37 

丸成漁業側

c
 

鑓
趨
盤
盟
四
盤
一
一
一

※運搬船更新後

震災前との比較では運搬船の人員が増になっているが、 H22年に運搬船を更新し198t型から315t型
となったことに伴し、H23年より2名の人員増にて操業している。

2,398百万円

く船価内訳〉単位：百万円
網船 1,298 

運櫛船 1,100 

(2）次世代船建造の見通し

次世代船建造までの年数

25年
＞ × 

160百万円

※償却前利益は復興5ヶ年の平均値

18 
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大中型まき網漁業
改革型船団化経費比較表

（船団構成と乗組員数）

A A‘ 
震災前 運搬船更新後

網船 80GT 80GT 
探索船 79GT 79GT 
運搬船 198GT 315GT 
魚鎗容積 315nf 531.52 nf 
網台面積 70.00rrf 70 rrf 
船団総隻数 3隻 3隻
乗組員 40名 42名

盗ムi
水揚数量（t)

水揚金額（千円）｜

A 

震災前
10,201 
664 601 

後
一
新
一
6
一閃

K
一師
一周
一M

搬
一
7
－沼

運
－

t

一一一一一一一＿＿＿＿..
』~

I" 

移行

移行’

（丸成漁業側）

B B-A‘ 
復興後 差

網船 199GT 119GT 
探索船 -79GT 
運搬船 315GT OGT 
魚槍容積 531.52nf Onf 
網台面積 70.00rrf Orrf 
船団総隻数 2隻 -1隻
乗組員 37名 -5名

B
一郎
一川
一一

日
一差
一叩
一…

水揚数量（t)

水揚金額（千円）

※復興計画においては上記船舶のほか、作業艇2隻を使用

単位：千円

A A‘ 

（経費） 震災前 運搬船更新後

人件費 224,954 242,163 
燃油代 77 ,457 76,231 
修繕費 70,343 95, 784 
氷代 48,596 42, 765 
漁具費 9,991 12,307 
金利 。
保険料 6,497 5,092 
公租公課 19,875 16,028 
販売費 37 ,530 37,713 
一般管理費 63,639 66,669 
その他 12,035 19,439 
合計 570,917 614,191 

園。
移行

単位：千円

B B-A 
、

復興後 差
人件費 213,860 -28,303 
燃油代 100,768 24,537 
修繕費 50,000 -45,784 
氷イt 46,530 -2,066 
漁具費 10,195 -2,112 
金利 14,350 14,350 
保険料 11,432 6,340 
公租公課 6,063 -9,965 
販売費 42,157 4,444 
一般管理費 66,669 。
その他 12,633 -6,806 
ぷci、三ロ」l－ 57 4,657 -45,365 

※移行後の収入・経費共に、復興5ヶ年平均
※水揚数量及び氷使用料は震災前の数字を基礎に算出（H23～25は、震災及び検体休漁等で操業
回数が大きく減少したため）
※網船の燃油代は同規模実証船の実績数量を参考に、直近単価＠94円／しを乗じて算出。

※上記の通り、改革型船団化することにより‘経費が約45.365干円削滅されるn
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1.水揚数量

2.水揚金額

3.人件費

4.燃泊代

5.修繕費

6. 71< 代；

7.漁具費

8.金利

［漁業復興計画における経費算出基礎］

丸成潟、業鮒

震災前5年間（H18-22年）の実績平均値を基準に、復興後は船団隻数1隻削減に

よる探索能カ低下等を考慮し、その10%減にて算出（震災後は検体休漁等の実施

により水揚数量が大幅に減少したため、震災前の実績をもとに算出。）

上記の水揚数量について、復興後は直近の平均魚価単価（H22～24年）をもとに

算出。

運搬船更新後の実績平均値を基準に、復興後は乗組員5名減少37名として算出。

給料歩合金、船員保険料、雇用保険料、乗組員共済保険料含む。

燃油消費量について現在実証事業中の同規模の改革型網船の実績数量及び更新

した運糊昔（直近 3年間）の実績平均値の合計数量に直近単価（＠94）を掛け計

算

網船については同規模の改革型網船の実績、運搬船については更新後の実績をも

とに算出

震災前5年間の実績平均値を基準に、復興後は水揚数量の減少分を踏まえ算出

運搬船更新後の実績平均値（H23～25年）より、削減する探索船分相当を差し引

いて算出

新船建造の借入にかかる金利を、 1.40%にて算出

9.保険料 漁船保険の新船予想保険料及び既存船実績保険料にて算出

10.公租公課 船舶の課税評価額に税率1.4%を乗じて算出

11.販売費 水揚金額×5.6%にて計算（市場手数料、宿口銭、子揚料）

12.一般管理費 運搬船更新後の実績平均値（H23～25年）から陸上経費削減分を加味して算出

13.その他 水揚等負担金等の経費及び酒定的に発生する通信費等の経費の運搬船更新後の

実績平均値（H23～25年）を基準に算出

20 
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く大中型まき網漁業〉
( 1) 収益性改善の目標

（収入）
『、、h』 震災前 復興l年目 2年目 3年目
水揚数量（t) 11,436 10,292 10,292 10,292 
水揚金額 923,160 87 4,820 87 4,820 87 4,820 
（経費）
人件費 296,996 255,093 255,093 255,093 
；燃泊代 104,826 114,962 114,962 114,962 
修繕費 68,050 32,000 27,000 60,000 
氷代 65,500 55,000 55,000 55,000 
漁具費 26,853 20,132 20,132 20,132 
金利 16,722 20,580 19,208 17,836 

0 
保険料 10,232 13,789 12,902 10,290 
公租公課 3,586 11,480 8,288 5,984 
販売費 51,696 48,990 48,990 48,990 
般管理 77,004 72,004 72,004 72,004 
その他 58,394 53,394 53,394 53,394 
会計 779,859 697,424 686.973 713.685 
償却前利ii 143,301 177,396 187,847 161,135 

乗組員数 震災前 復興1年目 2年目 3年目
網船 23 
運搬船 11 
運搬機能付網船 28 28 28 
探索兼運搬船 10 10 10 10 
船団計 44 38 38 38 

0 
176百万円

× 

※償却前利益は復興5ヵ年の平均雇

21 

（有）新田漁業

（単位：千円・トン）
4年目
10,292 
874,820 

255,093 
114,962 
33,000 
55,000 
20,132 
16,464 
10,467 
4,320 
48,990 
72,004 
53,394 
683,826 
190,994 

4年目

28 
10 
38 

5年目
10,292 
874,820 

255,093 
114,962 
60,000 
55,000 
20,132 
15,092 
10,208 
3,119 
48,990 
72,004 
53,394 
707,994 
166,826 

（単位：人）
5年目

28 
10 
38 

＞ 

255,093 
114,962 
42,400 
55,000 
20,132 
17,836 

1ム旦1
6,638 

超迫盟
2迫Qi
i主盟主
697.980 
176,840 

--1面

3,000百万円

〈船価内訳〉単位：百万円
運搬機能付網船 1,700

探索兼運搬船 1,300 



大中型まき網漁業情）新田漁業

改革型船団化経費比較表

（船団構成と乗組員数）

震災前

網船 80GT 

運搬船 311GT 

運搬機能付網船

探索兼運搬船 281GT 

魚槍容積 946m3 

網台面積 70.0ni 

船団総隻数 3隻

乗組員 44名

4
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移
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移行

復興後 差

網船 -80GT 

運搬船 -311GT 

運搬機能付網船 300GT 300GT 

探索兼運搬船 281GT OGT 

魚槍容積 554ml -392m3 

網台面積 70.0ni 0.0ni 

船団総隻数 2隻 -1隻

乗組員 38名 -6名

（単位 ：千円・ t) 
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※ 復興計画においては上記船舶のほか、作業艇2隻を使用

（経費）

人件費 296,996 

燃油代 104,826 

修繕費 68,050 

氷代 65,500 

漁具費 26,853 

金利 16,722 

保険料 10,232 

公租公課 3,586 

販売費 51,696 

一般管理費 77,004 

その他 58,394 

合計 779,859 

I ＇州，. ;,, .司、－ I :, '.i~々 しと：(f__ ., － h圃圃圃圃圃園 ；也，

移行

人件費 255,093 -41,903 

燃油代 114,962 10,136 

修繕費 42,400 -25,650 

氷代 55,000 -10,500 

漁具費 20,132 -6,721 

金利 17,836 1,114 

保険料 11,531 1,299 

公租公課 6,638 3,052 

販売費 48,997 -2,699 

一般管理費 72,004 -5,000 

その他 53,394 -5,000 

合計 697,987 -81,872 

。

＊移行前の収益・経費ともに、復興前3ヵ年平均（もうかる漁業実証期間）

＊移行後の収益・経費ともに、復興後5ヵ年平均

※ 上記の通り、改革型船固化するこ~により、経費が約81.872千円削櫨きれる。
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［漁業復興計画における経費算出基礎］

岡新田漁業

1.水揚数量 震災前3年間（H21～23年・もうかる漁業実証期間）の実藤平均値を基準に、運搬
船廃止により 10%減少として算出。（同規模実証船の実績を参考）

2.水揚金額 上記の水揚げ数量について、もうかる漁業実証期間の1年目、 2年目の平均単価に

高鮮度化の取組みにより算出。（3年目は震災の年のため除外）

3.人件費 震災前3年間（H21～23年・もうかる漁業実証期間）の実績平均値を基準に、復興

4.燃泊代

5.修繕費

6. 71< 代；

7.漁其費

8.金利

9.保険料

10.公租公課

11.販売費

12.一般管理費

13.その他

後は乗組員6名減少した38名として算出。給料歩合金、船員保険料、雇用保険料、

乗組員共済保険料含む

燃油消費量について同規模実証船の実績数量及び探索兼運搬船の震災前3年間（H

21～23年・もうかる漁業実証期間）の実績平均値の合計に停泊用発電機使用を考慮
し直近単価（＠94）を掛け算出

新造網船については向規模の改革型網船の実績、探索兼運搬船については直近5年

間の実績をもとに算出

震災前3年間（H21～23年・もうかる漁業実証期間）の実績平均値を基準に積込可
能トン数を40%削減。また運搬機能付網船への冷却装置の導入による減少分を考慮

し算出

震災前3年間（H21～23年・もうかる漁業実証期間）の実績平均値から、削減する

運搬船分相当を差し引いて算出

新船建造の借入にかかる金利を 1.40%にて算出

漁船保険の新船予想保険料及び既存船実績保険料にて算出

船舶の課税評価額に税率1.4%を乗じて算出

水揚金額×5.6%にて計算（市場手数料、宿口銭、子揚料）

震災前3年間（H21～23年・もうかる漁業実証期間）の実績平均から算出

水揚等負担金等の経費及び固定的に発生する通信費等の経費の震災前 3年間（H

21～23年・もうかる漁業実証期間）の実績平均値を基準に算出
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、

復興計画の作成に係る北まき地域漁業復興プロジェクト活動状況（大津地区部会）

開催期日 協議会・部会 活動内容・成果

25年 復興協議会 (1）大津地区の網船を新造し、網船1隻、探索船l隻、運搬船l隻の

2月 13日 検討会 3隻体制から、網船（300トン型或るいは 199トン型）1隻、その他1

（東京） 隻の2隻体制への複数ケ統の復興計画について

25年 復興協議会 (1）大津地区6経営体の新造計画について

10月7日 検討会

（東京）

26年 復興協議会 (1)6経営体から先行して、網船 199トン型及び縞船300トン型を新

1月24日 検討会 造しそれぞれ網船 1隻、運搬船 1隻の2隻体制とし、両船団を1

（東京） つの復興計商とする大津地区復興計画の検討について

26年 復興協議会 (1)大津地区復興計闘の検討について

2月21日 検討会
c 

（東京）

26年 復興協議会 (1)大津地区復興計画の検討について

4月1日 検討会 (2）地区部会。復興協議会、中央協議会の予定について

（東京）

26年 大津地区部会 (1）大津地区復興計画の検討について

4月15日 第2回検討会

（大津）

26年 第6回 (1）大津地区復興計画の策定について

4月25日 復興協議会 (2）大津地区漁業復興計画に係るがんばる漁業復興支援事業の事

（東京） 業実施者の選定について

C' 
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取組内容参考資料

（丸成漁業閥）

（取組記号 A～G)

資料1－②

北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト地域漁業復興協議会
大津地区部会



取組記号 A 船団の合理化

1.船団のスリム化

女現行の3隻体制から 2隻体制へスリム化する。

＝今資源管理型漁業に対応した船団モデルを目指す。

①網船 …現状より復原・安全性を向上させた新船（199GT）に更新する。

②探索船 …新型網船の導入に伴い、廃止する。

【震災前｝ 【運搬船更新後】 【復興後】

3隻体制 3隻体制（H22年6月～） 2隻体制

〈網船1、探索船1、運搬船1) （網船1、探索船1、運搬船1) （網船1、運搬船1)

①網船 80GT

＞ 
②探索船 79GT 

｜ス•• .＞~~；：：~~必；＞...‘.. J'' 

③運搬船 198GT 

＞ 

【震災前］
、～＼＼ 乗組員 魚槍容積

網船 25 

探索船 5 

運搬船 10 315 

計 40人 315ni' 

｛運搬船更新後］
、～＼、』 乗組員 魚輪容積

網船 25 

探索船 5 

運搬船 12 531.52 

計 42人 531.52ni' 

①網船 80GT 

＞ 
②探索船 79GT 

｜川、；.／＇.：＇＞

③運搬船 315GT 

＞ 

網台面積

70 

70.00ni' 

網台面積

70 

70.00ni' 

山

【復興後】

～～～～『』

網船

探索船

運搬船

計

運搬船更新後
との差

①網船 199GT 

＞ 

③運搬船 315GT 

＞ 

乗組員 魚鎗容積 網台面積

25 70 

12 531.52 

37人 531.52ni' 70.00ni' 

-5人 Oni' Oni' 

※運搬船更新後体制との比較

ζ 



2.操業体制の変化

【震災前〕

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．‘・
傾く

-+ －＋ー→

． ． －・．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ι 
〔復興後］

【震災前〕

－・・・・・・・・......•· ....... ＇・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・e・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・． ． 
車問船 同〈 運級船

邑 － 0鴎麹凸
－ 

． ． ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・．．．．．．．．．．．．．．

〔復興後］

直
｜計画附＞

仁コ
－－・·•！！＇も"Z骨も風当F 唖骨，

I ，~縫総務議滋

く、 運総書甘 ＜ 運鮫船 I 

2 



取組記号 B 資源管理の推進

水揚数量、金額の変化

【震災前（実績）】 3隻体制

鮮魚のみ 18年

水揚数量 13,649 

イワシ・サパ操業 水揚金額 628,148 

単価 46 

【復興後】 2隻体制

鮮魚のみ 復興l年目

水揚数量 9,181 

イワシ・サバ操業 水揚金額 734,480 

単価 80 

19年

10,024 

673,181 

67 

2年目

9,181 

734,480 

80 

20年 21年

9,052 9,225 

690,357 596,634 

76 65 

3年目 4年目

9,181 9,181 

734,480 734,480 

80 80 

数量：トン

単イ立：金額：千円

単価：円／Kg

22年 5年平均

9,055 10,201 

734,685 664,601 

81 65 

数量：トン

単位：金額・千円

単価：円／Kg

5年目 5年平均

9,181 9,181 

734,480 734,480 

80 80 

※水揚数量は、探索能力の減少により10%縮減を見込む。

※単価は直近（H.22年～H.24年）の平均魚価を参考に算出

（参考）
丸成漁業開の平均魚価（H22～24年）

H22 H23 H24 
H22～24年
3ヶ年平均

数量 9,055 7,531 7,525 8,037 

金額 734,685 619,138 599,487 651,025 

3 

』数量トン
単イ｝［.：
金額千円

平均単価

81.00 

仁

0 



取組記号 B 資源管理の推進

まき網運搬船の魚鎗ステンレス化

高度衛生管理

※高度衛生管理 ： 運搬船の魚鰭を一部改造してステンレス化にする。

※ステンレスの特徴 ： 合金銅 （鉄にクロム・ニッケルなどの元素を加えたもの）非常に錆
にくい特性を持つ

見込まれる効果としては従来の魚鎗底部は水揚げの際のタモ網が当たる部分は塗料の剥離及
び錆等による異物混入が見受けられたがステンレス化することにより高度衛生管理が可能にな
るとともに保冷効果による相乗効果が見込め、漁獲物の単価向上が期待される。

※ ステンレスの保；令効果について

熱伝導率の相違点

①SUS 304 : 16W/(m・k) SU  S304は炭素量が少なく耐食性、溶接性が良好であり極低
炭素なので粒界腐食を防止できる。

②SS（炭素鍋）： SOW/(m・k) 
上記記載のようにSU S304はSSの1/3程度である。つまり熱伝導率が低いという事になり、
保温、保冷性に優れた材料という事になり、魚鎗に使用することによって、 SS材より魚を効果
的に保冷することが可能になる。

運搬船（315G/l)の漁鎗底板のステンレス構造化
（魚鱒の衛生管理及び保冷向上のための改造）

1NO l’瞳｝

，
＼
＼
〆吋一
川／ ~ 

ふ

暗

宮l

タモ網抵触部だけではなく魚鎗内部全体をステン

レス板で覆うことにより高衛生化及びステンレス

の保；令効化による漁獲物の鮮度の維持を図る。

4 



高度衛生管理資源管理の推進B 取組記号

紫外線殺菌器（漁船搭載仕様品）

紫外線には殺菌作用（全ての菌に対して有効）があり、この装置を搭載することにより漁獲物

の高衛生化及び船上の洗浄作業にも使用することにより安心・安全な漁獲物の提供を図る。

漁船務載用紫外線殺菌装置

シーパス漁船繕尊費用祭外線設商品‘装俊i誌、重量菌エネルギー出カガ液鑑的に強化され温度特色にも優れた鍍訴のアマ｝I,

ガム然タ1・線ランプモE使用してJきり、 魚槽箔給水殺菌ヘの利用志、 鮮魚の腐鮫を加速させる一般綿密を確実にコント
ロール9ることガ．でさま9・刀ら、 魚体の鮮度維持効果ガree;うられてご好評を濃いてい去す。
装置は、コンパクトな形状で激しい苦言動やIi繁iご耐えられるように~El=に製作された ’f " ....と忽子安定慢を
l波紋したff;隠防水員長の． 、 および採タH製ランプの点灯異常務告幻とf警報出力機能を偲えた給Jf.j~ち11<~の

で符成されています6

℃ー形：P0-30MC35トン処理準局銭外線殺菌怒

紫外線殺菌装置概略

~外絞殺菌&8 …船体1ごアングルをl!Hすて；$：~をUtr、 配管llil昔υポ）［，トZ!包定して下さい。

電窓ボックス ・・ 殺i'li~の3メートJ［，以内診 附認のυ;f,J［，トで殺菌鐙1：取付るのか俵良で·~r.

1111 御符 ・・・録作ガレ易いl!i!Piilこl!'U当て下告し＼，

。縫付方；；；： ：

。
I No・1 名 総 ｜ 偽考 「
I i lsu531s~ 道的アマルガムランプ四 ~§洗浄組抱込 ｜
i’:D I終外銀殺窃録 ； I 
' I i防蹴脱 間断：屋内・屋外 臨 ：J.5wa I 

!sus訓 湾周渡尽子安定総収納 殺億鐙との痘際：3n以内 i
1£跡 、‘ツクス ； 一一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一

l"-i!I!商店本j苦 位鐙lBl'f.：限内・盛外 周窃温度・ 0～~o℃

~外線ランプ点幻興需笛伝灯 及び策樋上主力4陸自E付

！捌跡形 竺壬竺~~－J材質：S耳段e場所：I室内
晃司溜箱
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仕樽~装紫外線載菌器舛形R

~~~］↓ 
101 シ処理~

、，
嗣
－－
－
 

混

一

＋
A
F
 

a幅
一

（

－
 

力

一
－E

降

一

g
a－
－力

詔
一
喝

－

m一
方

湾
－
入

~· lif t事
S!;fl-鯵~lllli8影式

。－

・2
Mi・SC・558Ml・S0-490 w. i・50・.＜：90日正 醤

電 力

"9干織ランフ

scow 

i75w 

:220w 

105w 

S20w 

iOSw 

Mi・50-502

i !Cw 

35YI 

・2
・4値

一
一性

魁

一
符

初一

＠

力

一
婚

出
一

幅

一

7
－
 

邸

一

銭
一
節

一

殺
一

16.0COh・65%l 6.0C0h・88%' i 6.00Gh・ 88% 16.000h・855'・5
SSA SOA 40ft. 32A 配管窓際口径

25A 

L I 1.000rrm l~m:n十千九上t
Pこ＿J__ ~_Lよ~J_一二三o＿一ーし」竺~_J
H 料 I 2as ! 2as I s I ＿」

画一 ~ Iニ ！ヰ寸て法ァ－I

25A 15A 
寸
i
l
寸
，
t
？
”

l5A ドレンt置さ医口径

l!iitm配暦取付UポJLト JfU寸法

可 滋

ιー
遺伝時電.

・1II大~·尽におヲ争指畢眼鏡射量初期量鼠＞45mi勾m'. ・2入泊電力尽 230V土IO"45・65Hz, ・3，耳鼻血血うンブ阻温息特性に盛れだ
嵐出力アマルガムランブを1z:笹沼． ・4点.0健飽怯100崎潤穆過した珂の宙， ・5このテー9Q‘駐a吾の民昼寝舗においと高周波電子安定穫を
使IiiレE得らnた早均値． ・6高とau輿朽邑の寸ili<l.+l9をj§t-jた般の安定金を事量し亡、・-n；：ックスを量生＠笥の上巳邑~!i!V:官官示しまレfふ

制 官f箱

予ギモトド子： ~

－ ー潔1挺~
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取組記号C 省コスト化人件費

【震災前】 ｛運搬船更新後】 ｛復興後】

乗組員数 乗組員数

A A‘ 

網船 25 25 

探索船 5 5 

運搬船 10 12 

3隻合計 40 42 

乗組員数

B 

網船 25 

探索船

運搬船 12 

2隻合計 37 

差
B-A' 

o
－4
－oE名phu
 

探索船の廃止により、5名の削減

※震災前と比較すると運搬船が増員になっているがH22年に運搬船を購入、H23年より人員
増にて操業。

【震災前】 3隻、40名体制で人件費は 224,954千円

｛運搬船更新後】 3隻、42名体制で人件費は 242,163千円
0 

【復興後】 2隻、37名体制で人件費は 213,860千円

人件費は、5名縮減により28,303千円の削減が見込まれる。

単位：千円

人件費の削減（企11.7%)
300000 

250000 

200000 

50000 

網船

・探索船

・運搬船

c 150000 

100000 

。
運搬船更新後 復興後

7 



取組記号D 省コスト化

・・...・e司司・・F 司．... a・・

網船

探索船

運搬船

3隻合計

｜平均単価｜

燃油消費量
A(KL) 

526 

189 

234 

949 

@81,62 

網船

探索船

運搬船

2隻合計

燃油消費量の削減

． 

｜｜ 

燃油消費

·· －－· ~－－－ ... ・－－司且
燃油消費量
A '(Kし）

526 

189 

430 

1, 145 

@66,57 

差
B-A‘ 

116 

-189 

。
-73 

ー

【復興後】
燃油消費量

網船

探索船

運搬船

2隻合計

｜平均単価｜

燃油消費量
削減率

6,3九

B(KL) 

642 

430 

1,072 

@94 

網船の燃油消費量は増加するが、船団縮小（探索船廃止）により、船団全体では73KLの燃油消
費量の削減が見込まれる。

1400 

1200 

1000 

800 

600 

400 

200 

。

燃油使用量削減（企6.3%)

震災前 震災後

8 

単位.KL

・運搬船

・探索船

・網船



取組記号 D 雀コスト化燃油消費 参考資料

新型網船の燃油消費量I立、同規模実証船（第21不動丸）の実績をもとにして算出した。

単位：KL
同規模実証船（第21不動丸）燃油使用量

4月
5.Fl 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

4/12～ 

37 59 88 69 59 59 41 57 53 

1月 2月 3月
4月
～4/11 

13 ~4～~君｜ト35~

10ヶ月使用量 年間使用 c 
535 KL × 当圭 642 

℃ 

9 



取組記号E 省コスト化
【震災前｝

修繕費

（単位：千円）

H18 H19 H20 H21 H22 
過去5ヶ年

平均

網船 34, 715 。58,944 33, 077 32,235 051, 468 42,088 
探索船 。21,700 6, 752 7,357 017,605 11, 756 13,034 
運搬船 16, 188 。23,969 15 165 5,307 015, 475 15 221 
3隻合計 72,603 89,665 55,599 55, 147 78,699 70,343 

過去5ヶ年間の修繕費の実績値と平均値
(0中間検査、＠定期検査を実施した年を示す）

【復興後］
くユア

①新・網船の導入

②探索船の廃止
「ト
J

大幅な修繕費削減が可能

となる。

復興l年目 2年目 3年目 4年目 5年目
復興5ヶ年

平均

網船 10,000 10,000 025, 000 15,000 @40, 000 20,000 

探索船

運搬船 030, 000 20,000 @45, 000 25,000 30,000 30,000 

2隻計 40,000 30,000 70,000 40,000 70,000 50,000 

＊網船の修繕費は、19 9 t改革型実証網船の修繕費を参考とした。

2隻体制となることで、 45,784千円の削減が見込まれる。

nu 
nu 
nu 
nu 

吋

4

－

’ι
 

「
I
l
l
1
1
1
1

修繕費の削減（企47%)

100000 

網船

・探索船

・運搬船

80000 

60000 

40000 

20000 

。
運搬船更新後 復興後
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取組記号F 省コスト化 氷代

0水揚数量は10%減。

震災前 復興後 差 削減率

水揚数量
（トン） 10‘201 9.181 -1.020 10% 
氷使用量
（トン） 5、170 4.653 -517 10% 
氷使用率

（氷使用量／ 50.68% 同左 同左 同左
氷代
（千円） 48 596 46 530 -2,066 4.25% 
氷単価
（円／トン） 9 399 10 000 601 

氷使用量は、水揚数量の減少に伴い10%減少が見込まれ、 517トン、氷代2,066千円の削
読が見込まれる。

単位：千円
一一ー一寸

氷代の削減（企4.25%)
50000 

45000 

40000 

35000 

30000 

25000 

20000 

15000 

10000 

震災前 復興後

※運搬船更新後（H23～25）は震災及び検体休漁等により操業日数が大きく減少したため、氷
使用料は震災前の実績に基づき算出。

11 
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取組記号G 網船の安全性・居住性の向上

1安全性の向上と居住環境の改善（比較表）

従来船 計画船 備考

総トン数 トン 80 199 

航海速力 ノット 10 14 

全長 m 38.20 49.98 

主 幅・深さを大きくとる

要 登録長さ rr、 29.20 39.20 事により乾舷増と充

寸 分なる復原性を確保

法 幅（型） m 7.1 9.2 
及 機関室のメンテナン

び ス性向上

性
深さ（型） m 2.59 3.60 

能

; ~＝ 
673 2,206 

主機馬力 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．． 
－一－一一－一一一一一一一915 3,000 

計画喫水 m 2.35 3.10 

乗組員数 人 25 27 

船員室配置 上甲板上 人 。 7 

上甲板下 人 25 20 

甲板間高 1.20～1.80 1.90 

寝台配置（出入り側の空間）m
1段寝台 0.45 1段寝台0.60以上
2段寝台 0.45 2段寝台1.30以上

居
寝台寸法 灯、 1.80×0.60 1.90×0.70 船員設備の充実と

住 居住環境の拡充
環

浴室関係設備 シャワー室×1
浴室×1

境 シャワー設備×4

洗面所の設置 無 有（手洗器×4)

便所の設置 2箇所 3箇所

洗濯場の設置 無 有

衣類乾燥等の設備 防水着かけ庫 防水着かけ庫

12 



1）居住区等の改善

0 居住区設備は、 「新漁船設備基準20トン以上の船舶の基準Jに適応するだけでな
く、従来船の平均約1.7倍の居室面積とし、乗組員の快適な居住環境を提供する。

従来型 計画船

居室面積 48. 6 llf (2. 43nf／人） 101. 52 nf (3. 76nf／人）

居室高さ 1. 75 m ～ 1. 86 m 1. 90 m ～ 1. 95 m 

寝台（2人部屋） 二段寝台 二段寝台／単寝台

食堂面積 7. 2nf 21. 0 nf 

浴室 0. 94nf 5. 25 nf 

洗面、ランド日一 4. 91 nf 

船橋 9. 9nf 16. 36 nf 

機関室 51. 3 nf 上下段／1nf 

(2）作業環境の改善

従来型 計画船

スラスター
船首1機 船首1機

(F p P、推カ1.7 t) (FP P 推力2.0 t) 

ノ号ースウインチ
片パース 4.0 t X90m 二胴式パ｝ス

立環／4.5t×llOm 4. 0 t Xl93m 

油圧ポンプ
主補機前5台／電動1台 主機前5台／電動1台

(3200L/min) (3063L/min) 

プロペラ
FPP 

CPP（大口径ハイスキュー）
（電子コントロール）

操舵装置 6t×90度 10 t×120度（60° ～60° ) 

揚網機 従来型ネットホーフー 新型ネットホ｝フー

船首大手巻ウインチ ウインドラス兼用 独立型

裏漕ぎ船 9 9トン型魚探船 1 9トン型搭載艇

13 
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0 

む

［経営改巴匙品9GTii'; 

「喜一

＊パースウインチはダブ、ノレパース式

a.ダブノレパースウインチの採用

従来型（80GT) 計画船（199GT)

片パースと立環巻ウインチでの操作
2胴式パースウインチの採用で、作業配置の余裕が安全

なので、操作員が必ず3名を要す
性を向上させる。

る。

b. 新型揚網機の採用

従来型（80GT) 計商船（199GT)

従来のネットホーラーは、旋回範囲
ネットホーアーの旋回範囲を船体の内側まで稼働するこ

が舷倶ljに対して直角までしかなく、
とで網締め時サイドローラーに網を乗せる作業を容易に

サイドローラーに網を乗せて網締め
する。

をする際に多くの作業者が必要で
新型ネyトホーラーの押えローラーを可動化（上下駆

あった。 動）する事により、巻掛調整、揚網力の調整を可能と
し、網のスリップ防止にもつながる。

14 



漁労作業の効率化

新型ネットホーラーを湾入し網掲げにかかる作業の効率化を図るs

1. t主因範E査の信大 従来のネットホーラーに比べ袋回範囲を45・鉱大。

従来のネヴト;k-7一 重量詮jの＊－•＇）トホ一号一

圃｜ 阻

巨習 ぽドノ、圃

回

沈ニ子

従来のネットホーラーは、袋回範屈が
銭側に対してii角までしかなく、

団

サイドローラーに網をのせて網締めを
する療に多〈の作集者が必要であった。

医E

圏

f}f型のネットホーラーは、篠田範囲が船体の
内側E主であるため、網絞めをする際に網を
サイドローラーのせる作業が容易になり、
作業者の削減と時間短絡が望める。

従来のものに比べ船首側に旋回できることから、網輔の作業効率向上が図れます。

15 
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． 

漁労作業の効率化

ネットホーラーを導入し網揚げにかかる作業の効率化を図る。

2.押えローラーの可動化
押えローラーを泊Eシリンダーにて上下·~lbさtさることで、状況に応じた巻鈴調設が
可能となり、揚網カの闘豊富ができます．

押えローラーを上下させることで、Vドラムに対する絹の巻き鈴iす量を籾鐙することができ、揚絹カの調整が
可能になる。 巻掛け畳が縫えると厳議カが鳩えて網が7'']77'しにくくなる，

｜抑えロ→ーをよIずる｜己〉！ 掛 け量が減るle:)[自信銀カが減る ]c:>I繍 カ均 くなる｜

｜押えローラーを下げる！qi掛 け畳が増える｜吟｜ 鰍 カが増える ic:)I欄カが強くなる

B ， 網（入）

も＼ノー

16 
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きることで、網への負

担が軽減できる。法羽

リスクの経混となる．



3.設備環境の改善

『総トン数20トン以上の漁船に係わる漁船の設備基準』の適合状況

計画船l立国際労働期間（！LO）の基準へ概ね遮合している。

漁船の設備基準 20トン以上の船舶の基準 計画船

（位置） 全寝台数の100%を計画満載喫水線 ＊注）に記載

の上方に配置 (6名配置） (26%) 

（両さ） 居室の両さ 1. 9 Om 適合

責任職員 2名 適合

（寝台の区分） その他の職員 2名 2名部屋Xll 22名

職員以外 4名 1名個室X5 5名

（寝台の大きさ）
長さ 1. 9 Om以上

適合
幅 0. 7 Om以上

出入り側の空間

（寝台の配置）
1段寝台 0. 6 Om（下0.7 Om) 

適合
2段寝台 0. 7 Om（下0.9 Om) 

床面積： 1. 0 nf／人

（ロッカー） 0. 2 Onf／人以上 適合

職員が用いる寝室

事務杭，椅子，鏡，書架，

（寝室に設ける備品） 化粧品用小箱各1個 適合

1議員以外が用いる寝室：

卓子，鏡，書架，化粧品用小箱各1個

（食堂の設備） 調理室に接近、寝室とは別に 適合

（食卓及び腰掛け）
食卓片側使用 0. 3 6m以上

適合
食卓関空間 1 1 0 m以上

（病室が設けられていない
予備寝台が必要

船舶）

（浴室の設置） 浴槽又はシャワーが1個／6人
適合

（シャワーx5) 

（洗面所の設置等） 洗面器が1個／6人
適合

(5箇所設備）

（便所の設備） 便所が1値／8人
適合

(4箇所設備）

（洗濯場の設置及び設備） 洗濯場が設けられていること 適合

（衣類の乾燥設備等の設置）
衣類の乾燥設備及び防水着掛け設備が

適合
設けられていること

本注）計商船は200トン未満船のため適用義務は除外されるため問題なし。

17 

、i

c 

c 
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c 

c 

計画船（網船）の一般配置図

〈居室の配置〉

18 
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｛居室の配置｝

口 責任職員個室

口 乗組員個室

ロ 乗組員二人部屋

二段寝台× 11 

19 
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4.若手船員確保対策

船内居住環境などの改善に伴い、若手船員の更なる積極採用を行い、後継者を確保すると
ともに次世代の船員の育成を図る。

※漁業後継者の育成を目的とした茨城県立海洋高校生徒による航海実習を毎年開催
事業名：特色ある学校づくり支援事業（旋網漁業実習・企業実習等）

．乗組員の年齢分布

［運搬船更新後］

2 0代3 0代4 0代5 0代6 0代7 0代
網船 25 
探索船
運搬船 12 

12 14 42 

近年、地元水産高校の新卒・既卒者採
用を継続中

※採用実績
H22年3名 H23年3名

~ 
円

V c 
［復興後5年目 目標］

1 0代2 0代3 0代4 0代5 0代6 0代
網船 25 
探索船
運搬船 12 

37 

（単位：人） 改革型漁船導入後は、毎年2名以上
（平均）の若手採用を目標とする。

匝互訂

16 

14 

6 

c 12 

10 

8 ・震災前

・復興後

4 

2 

。
10代 20代 30代 40代 so代 60代 70代

21 
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取組内容 参考資料

（同新田漁業）

（取組記号 A～G)

北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト地域漁業復興協議会

大津地区部会

資料1ー③



取組記号 A

1 .船団のスリム化

・現状

船団の合理化

・一船団3隻体制（網船1隻、探索兼運搬船1隻、運搬船1隻）で操業
しており生産コストが大きい。

・取組内容と効果
・老朽化した網船と運搬船を廃止し、一船団2隻体制（運搬機能付網船1
隻、探索兼運搬船1隻）に縮減することにより、コストを削減する。

【震災前】 （ー船団3隻体制）

（単位：トン）

【復興後】 （ー船団2隻体制）

（単位：トン）

網船 80 網船 廃止

運搬機能付網船 300 

探索兼運搬船 281 探索兼運搬船 281 

運搬船 311 船団の合理化 運搬船 廃止

【震災前】 【復興後】

＼＼＼  乗組員 魚蛤容積 網代面積 ＼＼＼  乗組員 魚蛤容積 網代面積

網船 23 70.00 

運搬機能付網船 28 180 70.00 

皇軍索兼運搬紛 10 374.00 探索兼運搬船 10 374 

運搬船 11 572.00 一

計 44名 946ぱ 70.00rrl 計 38名 554m' 70.00rrl 

震災前との差 I-6名I-a蜘｜ ± 0 rrl]] 

C: 

ζ 



2.操業体制の変化

・取組内容と効果

・新運搬機能付網船は前後にサイドスラスターを装備し、新たに搭載艇（運搬機
能付編船が曳航）を導入して、搭載艇による本格的な裏漕ぎ作業を行い、裏漕ぎ
作業効率化と作業効率の向上を図る。

－震災前の操業イメージ

探索兼運搬船

ぎ漕裏の船網

市
川
川
目

網船

運搬船

・復興後の操業イメージ

。作業艇

．
 

．
 
．
 
．
 

．
 
．
 
．
 

．
 
．
 

網船の裏漕ぎ

一
船

一

一
網

一

一
4v

一

－
d
’
町

一
能

一

一
一機

一

一
搬

一

一
運

一
川
；
 
；
 

（

－
 ．
 
．
 
．
 
．
 
．
 
．
 
．
 ．
 

サイドスラスター
により推力プラス

タス一フスに’イ・サ

探索兼運搬船

2 



取組記号 A

デルタワインダー参考図

デルタワインダ｝の採用により、網さばき作業の効

率化、漁網の摩擦及び小規模損壊の軽減、又、揚網

時間の短縮（従来は揚網時間に70分程を要していた

が50分程に短縮）が可能となる。

〈

『

日

st

d

・
N
幻想

4
s
t
a
l－－
『

吋

l
J
，l

I
」
1

一

吋
｜
｜

l
A

一

一川

＼
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取組記号 A. 

従来のフィッシュポンプは船上に設置され

ホースで汲み上げていたが、今回採用品は

フィッシュポンプ自体を海中に投入すること

により、魚体損傷の軽減・鮮度の保持及び作

業の効率化が図られる。

ブイッシュポンプ操業参考図

A
a

－－
w
昼
胃
．

4 

・・・aF
4

・
a制

b
a
p
a
”d
n
1

・e
雇竃！

。
：：打、
:i~ノ



取組記号 B 資源管理の推進

水揚数量、金額の変化

【震災前】 （実績） 3隻体制

（もうかる漁業実証期間 H20年10月～H23年9月）

（水揚数量：トン、水揚金額：千円、単価：円／kg)

鮮魚のみ H20/JO～H21/9 H21/10～H22/9 H22/10～H23/ 震災前平均

水揚数量 10,141 11,592 12,576 11,436 
イワシ・サハ等操

水揚金額 839,533 973,711 956,237 923,160 
業

単価 82.8 84.0 76.0 80.7 

E復興後】 2隻体制 （水揚数量：トン、水揚金額：千円、単価：円／kg) r 
鮮魚のみ 復興1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 5年平均

水揚数量 10,292 10,292 10,292 10,292 10,292 10,292 
イワシ・サバ等採

水揚金額 874,820 874,820 874,820 874,820 874,820 874,820 業
単価 85.0 85.0 85.0 85.0 85.0 85.0 

※ 水揚数量は、運搬船廃止により10幅減少を見込む。

※ 単価は、震災後2年間（平成23年、 24年）の平均単価が風評被害等で安くなっているため、実証
期間の1年目及び2年目の平均単価（＠83.4）をもとに、高鮮度化の取り組みを行うことにより単価
UPを見込み算出。

参考

数量（t) 金額（千円） 平均単価（円） λ
実証事業1年目 ＼ー〆 J

10,141 ¥839,533 ¥82.8 H20.10～H21.9 
実証事業2年目

11,592 ¥973,711 ¥84.0 H21.10～H22.9 
ho Eヨ 言十 21,733 ¥1,813,244 ¥83.4 

見込まれる効果

女船団のスリム化により、合理的な操業と資源管理の推進が図られる。

5 



取組記号 B 資源管理の推進 高度衛生管理
魚鎗肉冷却装置

l魚艦内は冷海水や下氷等ω 底の方が冷たく上になる同度が高く紘そ ｜
のため魚艦内に冷却パイプを廻すことで、全体を一定の温度に保ち、漁獲物の鮮

l度を保持する。

－ーーーー冷却パイプ

『『』、、＼、、～、．

＼＼＼ ＼ 

し竺~~

負蛾内＆f.！＇引い7入V訪主主判計；－ ＼

時 SUSぺ
｜血Ii6>分p_<ililZ i 

6 

ー＿5u Sパンチンヴ結
ロ古!Jii: 

・下～＼
＼＼＼  

＼＼  

.-;<;;.1パノフ



高度衛生管理資源管理の推進B 取組記号

市鮮度化参考i者（，（（＼、総二重益）

l… ゐ：z干Iま上カ
が起こりやすいため、より一定の温度を保つために魚鎗二重蓋を採用する
ことにより、魚鎗内冷却パイプの効力が増す。lまた鱒内の密閉叫し運搬時の繍内の揺…くなω 魚
体を痛めることが軽減される。

魚、鎗ハッチ詳細菌

1500 

魚~ハッチ蓋 （アル ミ 製） I 

l~~~'S.~~~ふ畑一鼠一時
t泊

戸一一一一一一一

75 

。
／一一 ω

N
F
 

r-, 
－ーーーーー~

O
N
N
 

〆／.
/' 
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取組記号 B 資源管理の推進 高品質化 （魚鎗内防食塗料）
従来の魚館内塗料では、魚鎗内で舛網が長期間にわたり接触することにより、塗料の剥離等に
より漁獲物への付着及び魚鎗の腐食が起こったが、今回採用塗料は、長期防食性・耐衝撃性・耐
摩耗性にすぐれ、舛網抵触部分へのステンレス張りと併用することにより漁獲物の高衛生化が図
られる。

．．用途
パーマックスNo.1000

」~，.~ ~＇~~ ；~；1.~J 
~ 化学災前 J 

よ了燭削 J 
脚斗

』竺セコ
プラント コ

~~·~~.ll制lfil喜趨望・E・E・

ノ＼{ ~·＿，＿＿. ＂~＇＂ '/ 

パーマックスシリーズは長期防食住に鐙れたガラスフレーク>fl料です.!iれ
たWH主役により長期間のメンテナンスフリーを可能にし、メンテナンスのた
めのトータルコストの大箔な制涜を可後にしました．

一』 ・・苫，；‘’＇‘祖畠通，，.•. ，ニ‘““ ~：~~金3・4、，L会・............. よ..：...·~A.~~ ：~－~： ..... 企，，....... 

＞；ミヨ園置圃・・・・圃・E・E・圃・・・E・胴圃~回哩・i!jll;J ~7!1'Wll房温Ill‘’v;’J京湾周v，置配電量司・賓，彊園田園野弓肉・市 J.，.~再現殿”照明壊~’W却珊，Vl''.r；十九一守.＇：＇ ->"'!'・":"; 煎~7p··• • .~.可‘’ 一 一 i

際空開削除E縄問司明F 甲....  同期
海社、炊事事免 ~源寺Iの肉食店2分が．ガラスフレークのE苦手定包し泌がら~動するため．
;!if也 t在~itl~） I「i-1還する去でj;:!fするil!l迫害者間｛パスタイム｝が－i:.a;:i柑に比べ杏レ〈
盛いのでQ起したMllA防食；；：をお喝し'IJ!<J.

・a，，君主側面E百留品lJ.:J記事園田臨調塩掴園田崎司ー型国間四
ガラスフレークの添加により、 ;t<l也と併宇野張気主主のti!:£.1J1さくなり、町、、~裂の~＇！%＇
~.£1も小さくなります．このため.~他との界萄におI)る内5115カが小さ〈なるので、クラ

ヅクやまi1:iが!!DU:され、!lilliの付逼J)と均衡感震を善幸濁します．

同

jjラスフレークとt封絹の~Qll!f'l'fflにより、~’~aがIS＜、しかも．通aな籾ttにより、
すぐれた奇jJ'l;!,t害事5'f:)i!します．
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紫外線絞前装ili参考｜吋B lfx制！日Uけ

紫外線には殺菌作用（全て

の菌に対し有効）があり、こ

の装置を搭載し、魚鱒内用

の水、洗浄作業の用水として

使用することにより漁獲物の

高衛生化が図られる。

。ー

'J L」
「「i

。
争

今？ 戸i~

邑プ一一

『
‘
F
1
‘

,. 
ド

市一芦←τ：cu －－玄

－

門
4
1
1

札。
一

( () ~ 
B 
0 

行Q；弘1ー：ぅ
l！日01:& l'f 

~ :n ,, •• －－＝二~

1. .L 
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人件費省コスト化取組記号C

差

B-A 

-23名

28名

+o 
-11名

-6名

【復興後】

乗組員数

B 

運搬機能付網船 28名

探索兼運搬船 10名

2隻合計 38名

園砂

【震災前】

乗組員数

A 

網船 23名

探索兼運搬船 10名

運搬船 11名

3隻合計 44名

網船と運搬船を廃止し、運搬機能付網船を建造することにより、 6名の削減

3隻、44名体制で人件費は 296,996千円

2隻、38名体制で人件費は 255,093千円

【震災前】

【復興後】

41, 903千円の削減が見込まれる。人件費は、6名縮減により

人件費の削減（企14%)

400,000 

運搬船

探索兼運搬船

網船

網船兼運搬船

口

． 
ロ

ロ

350,000 

300,000 

250,000 

200,000 

150,000 

100,000 

50,000 。

人
件
費
（
千
円
）

復興後

10 

震災前



燃油消費省コスト化取組記号D

差

B-A 

-486 

746 

+o 
-566 

-306 

【復興後】

燃油消費量

B(kl) 

運搬機能付網船 746 

探索兼運搬船 477 

2隻合計 1,223 

単価 @94 

【震災前】

燃油消費量

A(kl) 

網船 486 

探索兼運搬船 477 

運搬船 566 

3隻合計 1,529 

平均単価 @68,55 

20% 

運搬機能付網船の燃油消費量は震災前の同規模実証船の実績を参考に停泊時の停泊用発
電機の使用並びに船団縮小（運搬船廃止）を考慮し算出。数量で306KLの燃油消費量削減
を見込む。

燃油消費量削減率

。運搬船

探索兼運搬船

網船

網船兼運搬船

ロ

薗

ロ

ロ

燃油消費量の削減（~20%)

1,500 

1,200 

200 

1,400 

1,000 

800 

600 

400 

燃
油
消
費
量
（

K

L
〉 。

復興後

11 

震災前



主発電機滑E泊用発電機関の

85K、a使用時の燃費〈消費量〉
① 補機

80KVAでの燃料消費量：約24.5L/H±5%

24H換算

24.5L×24H=588L 

② 停泊用発電機

80KVAでの燃料消費量：約 18.5L厄土5%

24H換算

18.5L×24H=444L 

補機

24H使用量 588 

年間使用量 250日 147,000 

年間使用量 300日 176,400 

停泊用発電機

444 

111,000 

133,200 

※ さらに負荷が低くなれば、燃油消費量の差が多くなります。

[ 1~~~~」 l
，：亭主自F司多色寝室書寅置置 ｜

’ 5~阜、，，，s、 － 9・9・4ζ、，，、 l

JC>《コp，司l－‘，《ヨ量シリース

JC’‘~,...II'!‘－·亘書店'ZA」」s巴’‘：；；＞ /CH=:.，『＿.，言《：＞.E理S』JGll.;'Z

12 

単位：L

差

144 

36,000 

43,200 



修繕費省コスト化E 取組記号

【震災前】
（単位：千円）

H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 5年間平均

網船 18,889 。27,624 25,327 12,340 • 39,993 24,835 

探索兼運搬船 8,804 11,944 10,170 @ 11,470 • 32,842 15,046 

運搬船 23,131 • 45,544 21,748 16,207 。34,215 28,169 
3隻計 50,824 85,112 57,245 40,017 107,050 68,050 

※探索兼運搬船は平成20年10月就航のため、実績金額を考慮する為定期検査まで
の5年間とした。

（＠は中間検査、・は定期検査を実施した年を示す）

圃

可＂＂＂＇

〉－
【復興後】
①新・運搬機能付縞船の導入

②網船・運搬船の廃止
大幅な修繕費削減が可能となる

（単位：千円）

復興l年目 2年目 3年目 4年目 5年目 5ヶ年平均

網船 一 。
運搬機能付網船 12,000 12,000 。25,000 15,000 • 40,000 20,800 

探索兼運搬船。20,000 15,000 • 35,000 18,000 20,000 21,600 

運搬船 一 一 一 一 一 。
32,000 27,000 60,000 33,000 60,000 42,400 

c 
38% ※修繕費削減率

＊運搬機能付網船は、探索兼運搬船の修繕費を参考とした。

（＠は中間検査、・は定期検査を実施予定年を示す）

2隻体制となることで、約25,650千円の削減が見込まれる。

(A 3 8 %) 修繕費の削減

運搬船

探索兼運搬船

口

ロ

80,000 

60,000 

40,000 

20,000 

0 

修
繕
費
（
千
円
）

網船． 
網船兼運搬船ロ
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取組記号 F 省コスト 氷代

0 水揚数量は10%減
0 運搬船削減により魚鎗容積は41%減

震災前 復興後 差 削減率

水揚数量
（トン） 11,436 10,292 -1.144 10% 

氷使用量（トン）

運搬船 .1§9.Q. -4.500 100% －・・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

探索兼運搬船
.L1.ey.9. 170% .......................・・・・・・・・・・・・・・・ .？.＆~Q }1.~.9.9. ．．．．．．．．．，，，．，，，．．，，，，，，，，．．．．．．．．．．．． 

運搬機能付網船
1 500 1 500 

氷使用量合計
6,550 5,000 -1.550 23.6% 

10000 

55000 -10,500 16% 

氷代
（千円）

氷単価
（円／トン）

65,500 

11 000 

※水揚げ数量は10%の減だが、氷使用量については海水冷却装置及び、魚槍冷却設備の導入
により数量比で23.6%・金額比16%の減を見込む。

氷代算出資料

探索兼運搬船 ：140日×25t×＠11,000 = 38,500,000 
合計55,000千円

運搬機能付網船 ：100日×15t×＠11,000= 16,500,000 

※探索兼運搬船（5魚鰭）の140日の数字は削減する運搬船の実績積載回数より算出

※ 運搬機能付網船の100日の数字は探索兼運搬船の過去の実績積載回数より算出

運搬機能付網船（3魚槍）の氷使用量は海水冷却装置及び魚鰭冷却設備の導入により1魚鰭

に5tの使用として算出

氷代の削減（企16%) 単位。千円

70,000 

60,000 

50,000 

40,000 ・運搬船機能付網船

・探索兼運搬船

・運搬船

仰に 震災前 復興後

氷使用量は運搬船の削減により1,550トンの削減・氷代10,500千円の削減を見込む。
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取組記号 G 安全性・居住性の向上

主要目及び設備等 単位 現状網船 現状運搬船 計画船 備考

総トン数 GIT 80.00 311.00 300.00 

長さ（全長） M 57.85 54.90 

長さ（登録長さ） M 30.15 49.95 46.00 

長さ（垂線関長さ） M 49.90 45.70 

幅（型） M 7.20 8.90 10.70 

深さ（裂） M 2.75 4.40 3.80 

計園吃水（型） M 3.90 3.25 

定員 名 24 15 28 

主機関出力
kW 2,501 

・PS 500 1,700 3,400 

上甲板上X3名 上甲板上× 9名
居室の位置

100%甲板下 上甲板下×12名 上甲板下× 19名 (; 
居室の高さ M 1.90 

居室の一人当たりの床面積 I直 1 nl以上確保

寝台の配置 縦寝台×28，横寝台Xl

寝台の大きさ

病室の有無 無し 無し 有り 予備寝台

浴室の設傍 有り 有り

浴室の面積 nl 

シャワー設備 1台 1台 5台

シャワ一室床面積 nl 1.5nl 浴室 1.35nl 浴室

洗面設備 手洗器×2 手洗器×2 手洗器×5

衛生陶器×2 衛生陶器×1 衛生陶器X4 大小兼用型
衛生設備

小用衛生陶器×1 小用衛生陶器× 1 小用衛生陶器×0

衣類乾燥設備 有り（洗濯機×2台） 有り（洗濯機X2台） 有り（洗濯機×2台）

綱貴場床面積 nl 

15 



・「総トン数20トン以上の漁船に係る設備基準」の適用状況

設備基準 計画船 適合状況 備考

2(1）居室の位置 全寝台数の100%を計画満 上甲板上 9名 適合
載喫水線の上方へ配置 上甲板下 19名 （注記1)

〈注記1)ただし、予定航海日数が50日未満の船舶は免除。当該船は予定航海日数が50日未満なので適合となる

2(3）居室の高さ 1.90M以上 1.90M以上 適合

2(5）備品の配置 備品問の間隔0.60M以上 0.60M以上 適合

責任職員 2名 責任職員 1名

2(9）寝台の区分 その他の職員 2名 その他の職員 1名 適合

職員以外 4名 職員以外 1～2名

長さ 1.90M以上 長さ 2.00M 
2(10）寝台の大きさ 適合

申直 0.70M以上 幅 O.SOM 

c 
出入り口の空間

2(15）寝台の配置
1段寝台 0.60M（下0.70M) 1段寝台 0.90M以上

適合
2段寝台 0.70M（下0.90M) 2段寝台 0.90M以上

床面積 1.0n:l/1名 床面積 I.Om/I名以上確保

2(16）ロッカ一容積 0.20ぱ／1名 0.50m＇以上／ 1名 適合

職員が用いる寝室 職員が用いる寝室

事務机、椅子、鏡、書
架、 同左

2(17) 化粧用品小箱、各I伺
適合

寝室に設ける備品 職員以外の者が用いる寝室 職員以外の者が用いる寝室

0 卓子、椅子、鏡、書架、
同左

化粧品用小箱、各1個

2(18）食堂の設備 調理室に接近、寝室とは別設置 同左 適合

2(26）病室が設けられ
予備の寝台が必要 予備の寝台あり 適合

ていない船舶

6(2）浴室の大きさ 浴室の床面積2.ont以上 有効床面積3.0ni"以上確保 適合

6/(5）洗面所の設置 洗面器が6入に1個 5個（5.6人／1個） 適合

6(7）便所の設備 便器は8人に1個 4個（7人／1個） 適合 商用便器

倒的洗濯場の設置
洗謹揚が設けられていること 洗濯機2台設置 適合

及び設備

6(10）衣類の乾燥設備
衣類の乾燥設備及び防水

衣類乾燥機が2台設置及び
着掛け設備が設けられて 適合

等の設置
いること

防水着掛け庫設置

16 



300t型計画船一般配置図

ー 。
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｜取組記号 GI
《居室の配置》

’E二
~ 

責任職員個室 4人

職員個室 4人

乗組員個室 12人

乗組員二人部屋

縦寝台×8 8人

予備室（予備ベット）

運搬機能付網船

乗船人員合計 28名

18 



【19t作業艇一般配置図】

℃ 

0 
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若手船員確保対策

船内環境などの改善に伴い、若手船員の更なる積極採用及び水産関係の地元高校へ積
極的に求人募集を行い、後継者を確保するとともに次世代の船員の育成を図る。

・乗組員の年齢分布

【震災前】
近年、 20代の経験
者を新規採用継続
中

※採用実績

H23年1名， H24年1名

｜ 平均錦織 ｜ 

ミ＼＼＼ 10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 計

網船 。 5 2 4 7 4 23 

探索兼運搬船 。 2 2 3 10 

運搬船 。 。 4 4 11 

計 。 7 5 5 13 11 3 44 

思レc 

改革型漁船導入後
は、毎年1名以上
（平均）の若手採

平爾百歳

目標】

ー～～～～『』 10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 計
網船 。
運搬機能付網船 2 8 4 6 6 2 。28 
探索兼運搬船 1 1 2 2 2 2 10 
王宮章生直見直八 。
計 3 9 6 8 8 4 。38 

【復興後5年目

圃 震災前

． 復興後5年目

乗組員年齢構成

14 

12 

10 

8 

6 

4 

2 

乗
組
員
数
（
名
）

。
70代

20 

60代50代40代30代20代10代
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資料1ー④

取組内容参考資料

（丸成漁業開・（葡新田漁業）

共通事項

（取組記号 H) 

北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト地域漁業復興協議会

大津地区部会



取組記号 H 漁港、関連施設の復旧・復興への対応

1.震災前の概要と震災復興の課題

北茨城市大津漁港は、第三種漁港として漁船の大型化と共に漁港拡張に着手し、昭和50年代に

は常磐沖漁場におけるいわし、さば漁獲の増加により旋網漁業の有力な水揚港として発展した。

昭和58年度には、いわし漁獲量の増加を反映し総水揚数量約 15万トン、総水揚金額約45億円

の水揚を記録し、その内旋網漁船の水揚げは数量、金額ともに 90%以上を占め、同港の流通、加

工、販売、運送等の関連産業の振興にかかる重要な漁業に位置付けられた。

その後、いわし、さば資源の減少及び常磐沖漁場形成の短期化等により旋網漁船の大津漁港へ

の水揚は減少し、また水揚の減少に伴い、冷凍加工業者は規模縮小を余儀なくされ、一日の処理

能力は最盛期の 1/10以下の200～300トンに低下した。

近年においては、回復傾向にある漁獲資源により地域の再興を推進するため地元流通・販売能 仁

カの回復、需要の拡大を図る為に、水産物地産地消推進事業を活用した水産物の消費拡大等に努

めてきた。

しかし、先の東日本大震災と同時に発生した大津波により大津漁港及び加工流通、販売関連施

設は甚大な被害を受けており、地域の震災復興にあたっては、漁港、関連施設の復旧に即した水

揚げにより活況を取り戻し、併せて加工、流通業等と連携して基幹産業である水産業の復興及び

振興への取り組みが課題となっている。

〈近年の大津魚市場水揚状況〉 資料；大津漁業協同組合水揚統計

平成21年度 平成22年度

数量（トン） 金額（千円） 数量（トン） 金額（千円）

大中型まき網 1, 207 

その他漁業 2 599 

合計 3,806 

平成22年度水揚量割合

:25.00°0 

75.00% 

大中型まき網

その他漁業

1 

40, 795 1, 330 52,842 

694. 721 3 991 695 714 

735,516 5. 321 748.556 

平成22年度水揚金額割合

7.06°0 

92.94% 

大中型まき網

その他漁業

。
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2.復興の取組み

地域の震災復興の加速化に寄与するため、漁港 ・港湾施設の復旧状況に即して地域水産業と一体

となって水揚、加工・流通、販路開拓等の取り組みを推進する。

現在、復興交付金の活用により新市場・新製氷工場 ・新冷凍冷蔵庫等を新設中であり、 近年増加

イ頃向にあるサパ、イワシ等の資源を持続的に有効活用し、漁獲物を大津港への年間水揚計画に基づ

き鮮魚水揚を行い、安定供給を図ることにより販売能力の回復、 地元流通の活性化、消費地への加

工 ・流通の販路開拓に取り組み、地域の基幹産業である水産業を活性化させ復興に資する。

又、従来にも増して水揚げした魚を地元流通及び観光資源として水産物地産地消推進事業（サパ ・

イワシ ・アンコウ等）を活用し、各種イベント開催と協調して消費拡大及び魚食普及に努める。

( 1 ）復興への地域一体化に向けた取り組み

北部太平洋大中型まき網漁業の水揚げは、福島第1原発事故後の影響により銚子港及び八戸

港に二極化せざるを得ない状況が予想されるが、大津漁港及び地域水産業の復興には水揚げ数

量の多い大中型まき網船による水揚げが有効かっ効果的であるので、復興計画に基づく本格的

な漁港機能の復旧に即した水揚げを推進し、加工、流通販売等の地場産業とタイアップして地

域全体の活性化に取組む。

大津魚市場の水揚復興計画への参画

l大津港の年間水揚げ｜
震災前 水揚計画

H21年度 日22年度 H23年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

自港水揚数量（トン） 3,806 5,321 422 4,300 5,800 9,000 9,000 

自港水揚金額（千円） 735,516 748,556 181,045 

内、まき網数量（トン）
1,207 1, 330 8 

ピ〉 750,000 1,000,000 1,200,000 1,200,000 

2,650 4,400 5,900 5,900 

(4. 5%) (7. 5%) (10%) (10%) 

内、まき網水揚割合 32% 25% 2% 62% 76% 55% 55% 

内、計画船水揚数量 910 910 910 910 

(2船団）

※ 28年度以降は大津所属旋網船団の計画数量59000 t I年の 4.5%.7.5% ・10%の水揚を目標

に計画する。
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計画船の新設冷凍冷蔵庫の活用による取組

丸成漁業（海栄丸） 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

199 t型計画船

大津港への年間水揚計画量（トン） 300 510 510 510 510 

サパ冷凍 （トン） (90%) 300 460 460 460 460 

内加工向け（トン） (55%) (250) (250) (250) (250) 

内輸出向け （トン） (35%) (160) (160) (160) (160) 

内餌料向け （トン） (10%) (50) (50) (50) (50) 

地域外への販路 （トン）

鮮魚 (10%) 50 50 50 50 

0 
新田漁業（新丸） 27年度 28年度 I 29年度 30年度 31年度

300 t型計画船

大津港への年間水揚計画量（トン） 100 400 400 400 400 

サバ冷凍 （トン） (90%) 100 360 360 360 360 

内加工向け（トン） (55%) (200) (200) (200) (200) 

内輸出向け （トン） (35%) (120) (120) (120) (120) 

内餌料向け （トン） (10%) (40) (40) (40) (40) 

地域外への販路（トン）

鮮魚 (10%) 40 40 40 40 

* 27年度は復旧の状況及び計画船の実証事業開始を考慮、し対応する
※計画船（海栄丸・新丸）の大津港水揚計画としては、主漁場が八戸～犬吠沖と広範囲で形成され 0 
るが、常磐海域での操業は震災前実績で海栄丸約 5050t （数量比 55%）・新丸約 4052t （数量比

44%）で形成され、その内の 10%を水揚計画する。

合 従来、 当地区における冷凍冷蔵事業は餌料向けの割合が高かったが、現状を打破すペく、新規

冷凍冷蔵庫の新設に呼応して鮮魚出荷及び加工用品向け等の冷凍を行う。

女 当地区における鮮魚出荷の割合は数量比で3%～5%であったが、大手水産仲卸会社との提携に

より、10%程に引き上げる。 （地元旋網船による漁獲情報並びに魚体組成構成等の敏速な情報提

供による鮮魚出荷体制の確立を図る）

＊ 残り、 55%を加工向け、 35%を輸出向け、 10%を餌料向けの冷凍として計画する。

※ 上記計画については大津旋網船主会も全面的な協カを表明。今後協力体制を整えるために水

産仲卸会社並びに輸出業者と協議予定。

3 
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〈水掲げイメージ写真〉
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大津地区の水産加工施設、冷凍冷蔵施設の復旧状況

［ 魚市場機能の復旧状況及び新設される冷凍冷蔵庫の活用 ｜ 

当大津地区の水産加工施設の稼働件数はほぼ震災前の状態に戻っているが、冷凍冷蔵施設の整備

も平成27年度には完了する見込みである。

《水産加工施設の復旧状況》

大津地区の震災前の水産加工施設

震災を受けた加工施設の数

（平成26年 1月現在）

18軒

全戸

平成26年 1月現在稼働している加工施設 16軒

《冷凍冷蔵施設の復旧状況》 （単位：トン）

冷凍及び冷蔵

震災前 復興後 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

冷凍施設

新設冷凍庫30～40t×4室／日 150 150 

冷蔵庫施設 修復

既存 冷蔵庫保管能力 トン 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 

新設 冷蔵庫保管能力 トン 1,500 1,500 

4 
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漁港復旧工事の工程（茨城県農林水産部水産振興課・漁港グループ資料）

①漁港全体機能

年度 被災直後 H23 H24 H25 H26 H27 H2 8 

復旧比率 14＇部 31出 52出 73目 87覧 97出 100略

②係留機能

年度 被災直後 H2 3 H24 H25 H2 6 H27 H2 8 

復！日比率 25世 28覧 49同 76国 86国 97% 100目

③ 水揚機能

年度 被災直後 H2 3 E王24 E王25 H2 6 H27 H2 8 

復旧比率 。見 39国 64% 64% 88略 100出
• 

魚市場関係の主要施設の復旧状況 （平成26年1月現在） 0 
施設 被害状況

荷捌施設（第2市場）
地震により市場内陥没、

周辺岸壁沈下使用不能

産地市場施設（第3市場）
地震・津波により損壊・市

場下空洞化・岸壁段差有

漁具倉庫： 4か所 地震・津波により損壊

検量施設（第2計量） 地震・津波により全漆

II （第3計量） 地震・津波により損壊

漁船巻揚げ施設 地震・津波により損壊

上架施設 地震・津波により損壊

漁協事務所 地震・津波により全壊

市場事務所 地震・津波により全壊

特殊格納倉庫（車庫） 地震・津波により損壊

〈υγ
復旧状況

西側j水揚岸壁修復仮復旧

H26年1月～市場施設解体撤去工事関

始。

市場一部復旧使用中

1カ所撤去・ 2カ所修復・ 1カ所修理

予定

撤去

修復完了

修復完了

修復完了

撤去

新魚市場2階に新設

撤去

修復完了

「＼

.J 

。
本新魚市場は、高度衛生管理及びHACCP対応を考慮し検討する。

新魚市場は！日荷捌施設（第2市場）跡地に新設

5 
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新規施設建設行程表

平成26年 平成27年

市 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 

場 積算 ． 
施 申請手続

設 業者選定

工事（監理） 工事 ：9ヶ月

製 基本設計

氷 実施設計

貯 積算

氷 申請手続

施 業者選定

設 工事（監理） 工事 ：10ヶ月

冷 調査業務

凍 基本設計

冷 実施設計

蔵 積算
唱＂’ d 』

一
施 申請手続 ．．．．． 
設 業者選定

工事（監理） 工事：10ヶ月

《製氷の供給計画》

震災前 供給計画

H21年度 H22年度 H23年度 H28年度 H29年度

供給数量（トン） 3,457 3,032 229 。2,300 3,190 

供給金額（千円） 29,383 25,691 2,115 19,550 27,115 

女 28年度以降は漁港修復による、水揚げの向上を図る為、既存製氷施設の復旧及び新規製氷工

場稼働による高品質の氷の販売を行し、震災以前に実績のある迂回船への氷の供給を促進する。

※ 28年度以降は自港水揚数量の50～55%の氷供給量を計画

7 
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（参考）

大津漁協製氷施設の状況
既存の製氷施設 （単位：トン）

① 

α 

。

製氷及び貯氷

震災前 被災後 23年度 24年度 25年度 26年度27年度 28年度

第1製氷工場 仮設復旧

製氷能力（角氷）トン／日 20 。
貯氷能力 トン 740 。 15 15 15 15 15 15 
第2製氷工場 復旧予定無

製氷能力（プレート氷） トン／ 30 。
貯氷能力 トン 160 。
第3製氷工場 仮設復旧

製氷能力（プレート氷）トン ／日 60 。 60 60 60 60 60 60 
貯氷能力 トン 400 。 400 400 400 400 400 400 
計（日産製氷能力） 110 。 60 60 60 60 60 60 
計（貯氷能力） 1,300 。 415 415 415 415 415 415 
新製氷施設の新設計画 （単位：トン）

製氷及び貯氷

震災前 被災後 23年度 24年度 25年度 26年度27年度 28年度
製氷能力（プレート氷） トン／日 30 30 
貯氷能力 トン 400 400 
製氷能力（角氷）トン ／日 5 5 
貯氷能力 トン 135 135 
計（日産製氷能力） 。35 35 
計（貯氷能力） 。535 535 

復旧後の製氷能力
ζ〉

（単位：トン）
製氷及び貯氷

嚢亥前I被災後II23年度124年度125年度126年度127年度128年度
合計（日産裏未麗元）
合計（貯氷能力）

1101 Oii 601 601 601 601 951 95 
13001 Oii 4151 4151 4151 4151 9501 950 

プレート氷の特徴：角氷と比較して薄く、氷温が低いため融け方が遅い。（氷価格 8,500円／トン角氷と
一度に多量の漁獲物処理に適しており、まき網船の漁獲物鮮魚保持に適する。

8 



地元地域及び大捧漁港の活性化への取組み

北茨城市が推進する大津地区を対象とした地域の活性化ピジョン構想（ブル｝・ツーリズム）に参

画し、安全・安心な鮮魚水揚、加工品の販売、まき網漁獲物の大津港産PR等、魚食普及に取り組み

雇用促進等に寄与する。

（市場食堂） 震災前 集客・売上計画

H21年度 H22年度 H23年度 H28年度 H29年度

入場者数（人） 62,093 57,408 8, 778 。70, 000 70,000 
売上高（千円） 85,043 81,966 11, 786 98,000 98,000 

大地元旋網船等の協カを受け旋網漁獲物を食材として積極使用

大震災以前に比べると入場者数・売上共に回復傾向にあるがH.25年度現在で入場者数46千人 む
売上高66,000千円と各22%・20%の減となっており、早急な原発の収束が望まれる。

〈地元物産館）

H21年度 IH22年度IH23年度 l..--1・・・ .. 

売上高（千円） 10, 080 I 6, 468 I ー ｜し寸

決港湾施設の復旧及び市場食堂の再開により活性化が期待される。

H28年度

7,000 

日29年度

7, 000 

《安全・安心な魚を提供する放射能検査の実施》

大津漁港に水揚げされた魚は公的機関で定期的に放射能検査を行っているが、この検査に加えて仁／

「非破壊放射能検査機Jによる放射性物質測定を水揚ごとに実施し、風評による魚価及び消費低迷

への対応に取り組む。
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導入する非破壊式放射能検査機

現在、石巻魚市場に導入されている非破壊放射能検査システムと同等のシステムを採用する。

非破壊式放射能検査機 No.I 

《非磁壊検査機器の導入目的》

北茨城市は、福島第一原発から約80kmに位指しているため、風評被謹J：等により特段

厳しい状況に置かれています。

この状況を打破するために、このたび、東北大学から放射性物質非破壊検査機が貸与

されることになりました。食品を自に見える形で測定し、消費者に対し 『安全 ・安心』

であることをさ らに強くアピールすることが目的です。

《事業主体》

北茨城市

《検査機について》

検査機の名称 連続個別非破壊放射能測定システム A0 l 

開発機関 東北大学大学生活環境早期復旧技術研究センター

検出器 シンチレーション検出器 12 0ユニット

測定時間 3 4SEC 

検出限界値 2 5 Bq/kg以下（測定品重量 ：5.5kg 測定時間： 34SECの場合）

スクリーニングレベル 5 0 Bq/kg 

測定品 一般食品（魚体、 政産物など）

《その他》

この検査機は〈公社）日本アイソトーフ。協会の r食品中の放射性セシウムスク リーニング
法』に適応可能な機器としてホームページに掲』脱されていますa

10 



非破壊式放射能検査機
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資料1ー⑤【参考】

整理番号｜ 1 

北部太平洋大中型まき絹地域漁業復興プロジェクト漁業復興計画書

（北部太平洋海区大中裂まき網漁業復興計画）

地域漁業復興
フ．ロジェクト名称、 北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト協議会

名称 北部太平洋まき網漁業協同組合連合会

地域漁業復興
フ．ロジェクト

代表者名 代表理事会長 川i本省自運 営 者

住所 東京都港区赤坂1-9-13三会堂ビル2F

計画策定年月 平成23年12月 計蘭期間 平成24年度～28年度
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北部太平洋海区大中型まき網漁業復興計画

1 .目的
平成23年3月11日発生の東日本大震災により、本海区大中型まき網漁船34
カ統121隻（含む2そうまき）のうち20隻（うち網船B隻）が転覆、陸上打ち
上げ等の甚大な被害が発生（別添l漁船被災状況一覧表）した上、本海区の主要水
揚港の多くや加工・冷凍業及び流通機能も壊滅的な被害を受けたために、円滑な水

揚げ並びに水産物の安定供給に支障が生じている。

このため、水揚港の復興対策と連携しつつ生産関係、加工・流通関係が一体とな

った復興計画を立て、当海区一丸となり復興に向けた早急な取組を進める必要があ

ることから、今般次のとおり本海区大中型まき綱漁業復興計画を策定し、漁業生産

の近代化、合理化を図りつつ、生産関係及び加工・流通関係の早期復興と地域水産

業の活性化を図る。

本海区の大中型まき網機業については、当該計画に基づき復興を進め、資源管理

を推進しつつ、加工・流通業とも連携し、需要に応じた安定的な水産物の供給を確

保し、関連産業も含めた早期の復興を目指すとととする。

また、水産庁の「水産復興マスタープラン」に基づき、省エネ・省コスト型の漁

船の導入等による漁船・船団の近代化・合理化等を推進するととにより、本漁業の

復興のみならず、後継者確保、収益性重視の経営体制の確立等、今後の経営安定に

も資するものとする。

さらに、本海区において実施中の収益性の向上を目指した構造改革の取組（別添
2 取組状況一覧表）を踏まえ、効果的な復興を進めるとともに、当該構造改革を
より一層推進するため、北部太平洋まき網漁業協同組合連合会が海区全体の漁業復

興計画を策定し、 ζれを5年聞にわたり計画的に実施するものとする。
また、造船所の船台確保が非常に困難、更に本海区被災地漁港及び水産関連施設

の復旧が遅れているという現状にあって、地域の加工・流通関係業界からの「水産

業復興を加速するためには地域の需要に応じた線獲物の水揚げを促進することが効

果的」との強い要望がある。そのため本海区では新たに既存船の活用による生産体

制の充実に向けた取組みを併せて推進することにより加工・流通関係業界と一体と

なった早期復興に取組む。

2.地域の概要
本海区は、千葉県野島崎灯台正南の線と東経 179度59分43秒の線との両線
聞における海域（オホーツク海及び日本海の海域を除く。）である。

本海区において漁業の許可を有する大中盤まき網漁業者は、水産業協同組合法に

基づき、県まさ網漁業協同組合、それらの連合会として北部太平洋まき網漁業協同

組合連合会を組織し、経営対策、資源管理等の指導事業を中心に水産物の安定供給

に向けた活動を行っている。

震災以前の最近3カ年における漁獲量は約28～3 5万トン、漁獲金額は約26 
0～40 0億円であり、各漁港への水揚げによる地域の加工・流通業への安定供給の
他、造船業、漁携機器メーカー等の関連産業への発注や乗組員の地元雇用等により

地域経済の振興に貢献している（別添3 北部太平洋まき網漁業協同組合連合会の
概要）。

1 



3.計画内容
( 1）漁業生産関係
① 収益性の向上を目指した改革型漁船の導入（被災漁船の代船を含む。）
3 0 0トン、 32 9トン、 27 9トン、 27 0トンの網船に運搬船1隻を加
えた操業形態（ミニ船団）や、 19 9トンの網船に探索船及び遼鍛船を付属し
た3隻体制等による操業形態の実証事業が実施されているが、今後ともミニ船
団、 19 9トン型縞船、単船による収益性重視の操業形態のあり方を追求し、
さらなる操業の近代化・合理化を図る。

＠ 高度化を目指した運搬船の導入（被災運搬船の代船を含む。）
漁獲物の高付加価値化による収益性の向上を図るために、鮮魚・冷凍・活締

め・活魚等の機能を有する運搬船を導入し、運搬船の合理化に沿った鮮魚流通、

加工流通の裾の拡充を図る。

③安全性・居住性の向上を目指した代船の促進（大規模改造を含む。）

IL O基準に準拠し、かつ、十分な復原性を確保した船舶を建造することで r 
労働環境性の向上及び後継者の確保を促進する。また、安全性・居住性の向上 ） 

に必要な改造を実施するととにより近代化・合理化を図る。

溶業復興計画に導入する主なまき網漁船

復奥のコンセプト 復興計画のまき網漁、船 網船の規模

船団の縮小・合理化 ミニ船団 運搬機龍付網船1隻
コスト削減 2隻体制 探索船兼運搬船1隻 200～330ト〉包2
省エネ （冷凍・鮮魚等）
安全性・居住環境の向上 単船 単船は実証船型
収益性を重視

船田 網船l隻
3隻体制以内 探索船1隻 200トン来満型

（文は探索兼運搬船1
隻）

運搬船1隻
（鮮魚等）

④ 操業形態の近代化・合理化
安全性・居住性の向上を図りつつ、同一船裂による建造コストの低減、船舶

の共同利用、省エネ対応機器の導入等を図るととにより、漁業者の経営基盤を

強化する。

( i）同一船型
。共通設計図の作成、造船所グループとの建造計画の策定による建造コ

ストの削減。

o漁携機器の統ーによるメンテナンスコストの削減。
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(ii)船舶の共同利用

。運搬船の共同利用による漁場形成や水揚港の処理能力に応じた効率

的な水揚げによるコスト削減と適正魚価の維持への寄与。

（泊）省エネ機器等の活用

。燃油消費に節減効果のある省エネ船型、省エネ機器、機械を導入し、

積極的にコスト削減を図る。

（省エネ船型の例）

パトックフロー船型、長大パルパス

（省エネ機器、機械の例〉

機関（主機・補機）燃油消費管理システム

省エネ型の推進器、漁携機械、漁携計器

魚鎗内温度管理システム

係船停泊時の補助発電機

⑤ 既存船の活用による生産体制の推進

既蒋の網船文は運搬船を活用した合理イじを図り、経営改善により収益性の確

保を目標とした生産体制の構築に資する取組みを行い、同時に地域の水産業と

連携して漁業復興を推進する。

( i ）既存船活用による収益性の回復
複数経営体が操業形態のグループ化及び船団のスリム化を行い、既存

船の有効活用を図り安定水揚げによる収益性の改善に取組む。

(ii)安全性能の強化

既存船を総合的に点検し、安全性能の向上、省入省エネを中心とする

改造を実施し、長期使用を可能とする。

（也）省入省エネ及び漁獲物の高付加価値化等に有効な装備の改善

既存船を活用する上で操業の効率化、省入省エネ効果及び漁獲物の付

加価値向上に有効な装備を導入又は改善し、生産体制の高度化を図る。

⑤需要に応じた操業・水揚体制の構築

鮮魚・冷凍・活続め・活魚の機能を有する運搬船の活用、操業海域・水揚げ

の分散、個別船水揚目標の設定、輪番制等による操業方法を検討し、北部太平

洋海区全体としての操業の効率化を図る。

( i ）船上凍結品等の高付加価値漁獲物の流通促進
船上凍結装置やコンテナバック等収納魚倉等の設置によりをPS製品
（刺身用食材等の高級食用製品）を含む船凍品の製造及びブランド化需

要に対応する高鮮度鮮魚の流還の裾を拡充し推進を図る。

（例）冷却海水魚鎗、超低温冷凍魚姶・保冷庫、沖取り活締め、

活魚（生き餌、高級魚）、コンテナ）~'Y.ク等収納魚倉

3 



（宜）操業の効率化

各地域の加工・流通業界の需要、処理能力に対応した計画的水揚げ、

資源管理計画に基づく海区別TACを計画的に消化するための個別船
毎の漁獲目標の設定、輪番操業等による各地域の水揚港への計画的水

揚により適正魚価の維持を図る。

⑦資源管理の推進

本海区にTAC配分された魚種ごとの四半期別漁獲目標量の設定、計画的な
休漁の実施簿を定めた資源管理計画を策定するとともに、ミニ船田、 19 9ト
ン型船等による操業を充実させるととにより、潟獲量を増加するととなく収益

性の向上を目指す。

(2）却工・流通関係
① 高鮮度漁獲物の生産・涜通体昔話］の構築
加工・流通業と連携し、需要に応りた分散水揚等を行う操業体制の確立、

関係者聞における情報網の構築簿を図り高鮮度漁獲効の生産、安定供給に資す

る。これにより、加工原料の安定的な確保ができ、計画的な生産体制が図られ

ることで、地域の基幹産業である水産業の発展に資する。

② 国内外における新規需要の開拓
船内凍結製品の量的・質的な生産性の向上を図るとともに、当該製品の新規

需要先を開拓する。また、高鮮度品について高付加価値化を図るとともに、加

工・流通業者と連携した加工品開発の促進等により多方面からの需要を発掘す

る。

さらに、輸出関係者と連携しつつ、円滑かっ園内需要を見据えた輸出を促進

するととを目指す。

＠衛生管理の促進

℃ 

HACC P対応型等の高度な衛生管理について、漁船や魚市場への導入を図 ／へ

るζとにより、安全・安心な漁獲物処理及び高鮮度漁獲物の生産を促進する。 ¥._,,i 

(3）現状を踏まえた早期対応

東日本大震災及びそれに関連する困難な状況を踏まえ、個別の計画によっては

漁業復興計画における将来像（船団構成、市場機能等）を現時点で実現するには

困難な場合がある。

乙のため、漁業復興計酒の将来像とは異なるが、まずは被災を免れた船舶、機

器、市場等を有効に活用して早期の復興を毘指す。

なお、中長期的には漁業復興計画による取組みを進めるととが当海区全体の復

興に資するものであるととから、準備が整ったものから順次漁業復興計画の内容

に整合させる。

4.漁業復興スケジュール
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c 

c 

事項・年度 24年度～ 28年度 目標

1 漁業生産関係
①改革裂漁船の導入
②高度化を目指した運扱船 ， 

の導入
③安全・居住性向上を目指し
た代船の促進
④操業形態の近代化・合理化

， 

⑤既存船の活用による生産
体制の推進
⑥需要に応じた操業・水揚体
制の構築
⑦資源管理の推進

2 加工・流通関係
①高鮮度滋獲物の生産・流通 ， 

体首相Jの構築
②国内外における新規需要
の開拓
③衛生管理の促進

5.将来展望
現在、当海区においては、改革型漁船15隻（他海区の実施主体であって当海区
でも操業する運搬船を含む）が操業し、それぞれの認定改革計画に基づく実証事業
に係る効果が得られつつあるところである。

本漁業復興計画では、実証事業の改革型漁船による成果を導入し、居住性・安全

性が向上した漁船の活用等によって、乗組員の労働環境の向上、新たな乗組員の確
保、資源管理の一層の推進等に資するものとなり、操業形態の近代化・合理化とと

もに、漁業者の経営基盤の強化を図るものである。

今般の東日本大震災により、壊滅状態となった水揚げ港及び水産業施設の復旧が

急がれているが、復旧復興が遅れている状況から地域の加工・流通関係業界からの

水産業復興を加速するためには地域の需要に応じた漁獲物の水揚げを促進すること

が効果的であるとの強い要望を受け、既存船を活用した生産体制の充実を図ること

を復興計函に追加し、加工・流通関係と一体となって早期復興に向けた取組みを推

進するととにより水産物の安定供給が促進され、さらに、安全・安心な水産物の供

給を行うとともに、高品質な水産物の国内外を問わない供給先を開拓する乙となど

により、加工・流通体制を強化し、水産物の安定供給が図られるものである。

さらに、従前の取組みがより一層強化・促進されるとともに、 24年度からの新
たな取組みが加わるととにより、とれらの取組みの相乗効果が期待でき、震災から

の早期復興に資するだけでなく、中長期に亘る経営安定化にも資するものであり、

震災に伴う 23年度水揚げは水揚量27万トン（前年比77 %）、水揚高229億円
（前年比66 %）に落ち込んだが、本漁業復興計函実施により 5年後の本海区水揚
高400億円の水準を目指すものである。
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別添 1 

北部太平洋海区大中型まき網議船の被災船状況一覧表

平成23年5月13日現在

＜費五集塁盗
船 名 トシ数 震災時にいた場所 状況

1大山清見 第 I成進丸 19 網 八戸 八戸港内で沈没

2鮒大山漁業 第 2成進丸 19 網 八戸 陸上乗り上げ

3 第23兼神丸 19. 97 運 八戸 陸上乗り上げ

4 第 3兼神丸 19. 67 運 八戸 太平洋沖合で発見

5 第 5兼神丸 19. 98 運 八戸 八戸港内で沈没

＜宮城県＞

船 名 トン数 震災時にいた場所 状況

日日東水産鮒 第31日東丸 135 網 石巻山西造船 陸上乗り上げ c 
7 第32日東丸 99 探 石巻山西造船 陸上乗り上げ

8 第33日東丸 317 運 石巻山西造船 陸上乗り上げ

＜福島県＞
船 名 トン数 震災時にいた場所 状況

9 (l網儀助漁業 第 B福吉丸 82 探 気仙沼木戸浦造船 行方不明

10 第18共徳tL 330 運 気仙沼木戸浦造船 陸上乗り上げ

11 鮒酢屋商店 第31寿和丸 135 網 石巻山西造船 水没

12 第82寿和丸 295 運 小名浜 陸上乗り上げ

13 第3寿和丸 80 網 小名浜 陸上乗り上げ

14 第11寿和丸 306 遼 石巻山西造船 水没

く茨城県＞

船 名 トン数 震災時にいた場所 状況

15 大演漁業（櫛 第7大湊丸 80 絹 小名浜造船 陸上乗り上げ 仁：
16 側不動丸 第33不動丸 305 遼 気仙沼木戸滞造船 陸上乗り上げ

17 側滑八屋漁業 成田不動丸 80 網 波崎港内 転覆

18 （樹阿波屋源業 第33関連丸 99 探 波崎海岸 転覆

19 開石田丸漁業 第51石田丸 80 網 波時港外 転覆

4王塞塁ミと
船 名 ｜トン数｜ ｜震災時にいた場所｜ 状況

201樹林丸 第3林丸 I 17. 31探 l飯岡港 ｜転覆

詮 網：網船、探：探索船、運：運搬船
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別添 2

北部太平洋海区大中型まき網漁業の漁業構造改革まき網漁船の取組状況

従来型 改革翠まき絹船 網船由特徴 生産問時の取組 読通臨完関罷白血組 実経

件数

135トシ翌網蛤 ミヱ船団 軍機蝿棺柑網船t聾 300トン裂 脂園のスリム化 本揖安定供給 2 

網船噌聾 2重体制 探需紛兼彊搬揖1聾 コスト削漉 高付加価憧製品の生産

探軍船1向 2聾 ｛冷車・器量〉 329トン型 省ヱネ・省人化 地壇ゴランFの確立‘販路盤大 「ーτ
運搬船2～3量 安全性・居歯車境の向上 地培C>K崖書・関連崖章｝の活性j~

｛鮮魚｝ 325~シ型 収益怯量視 HACCP対応 1 

高付加町佳.Jt:
250トン型 ・鮮最高主主車保持 1 

•）令嘩品製造、製品開尭
ミエ縮図 運搬揖能骨網船t聾 279トン型 HACCP対応 1 

3重体制 探曜拍1聾 .；皇室

運搬崎司聾

（冷車・鮮量〉

単船 運撮樺能甘鯛船1聾 415トン型 「2

c ｛冷宮・欝晶｝ 499トシ型

船田親犠 務船1隻 199トン型 一2 縮埠 損壊船〈兼運搬船）1聾

運搬船’－3聾

（鮮尭｝

船団規模 鏑船2量 135トン型 1 

縮減 i軍需給1量
運締官3聾

（鮮邑｝

135トン思鴨船Z般国 船田規模 網掴2隻 135トン型 2船団由スりムjt; 水揚安定酷給 1 

網船2聾 緒誠 掃車船2聾 BOトン型 ヨスト削減 地培ゴランドの確立、m蕗拡大
探索船2聾 運槌飴a聾 唖益性の向上 地培f水産業関連崖車）の活性t
連搬船4量 （鮮魚｝

（鮮最｝

BOトン型網飴 ミZ船団 軍撤溢能付網飴1聾 270トシ型 船団のスリム佑 ＊揖安定怯給

0 
網船1量 2重体制 探諜鉛兼運搬鍋1聾 コスト削減 高村加価i車製品の生産
探祭給1量 ［鮮龍｝ 300トン裂 省エネ・省入化 地域7ランFの確立、販路拡大 2 

連機船1-2隻 安全性・居住環境の向上 地域｛水産書・関連産票｝の活栓化

｛鮮魚》 船団規模 調飴1!1: 1991ウ型 収益性重視 HACCP対応 5 

純量 探謀総兼運搬船1聾 高付加価値佑

部倒的聾 ・鮮角苗鮮置樺持

（野晶｝ HACCP対応

・最倉

「1船団規模 網船1隻 80トン製

結濃 搭＊船業運搬船1量

運極量的聾

｛鮮量｝

網輯t隻 86トシ霊

探寵鉛可隻

運撮船q聾

｛鮮魚｝

合計 盟
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別添3

北部太平洋まき網漁業協同組合連合会の概要

1.組織概要

北部太平洋まき網源業協同組合連合会

大中型まき網漁業の北部太平洋海区の漁業許可を有する漁業者で組織する県旋網漁

業協同組合（青森県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県までの5県）が、出資して設
立した水産業協同組合法に基づく漁連である。

註北部太平洋海区

大中型まき網漁業の10の操業海区のうちの一つで、漁業法上は「千葉県南房総
市野島崎灯台を通る経線と東緩17 9度59分43秒の線との両線開における海
域」となっているが、許可上魚種及び区域に係る制限条件により実質操業出来ない

海域が設定しているため、一般的には北部太平洋海区とは、野烏崎灯台正南線、東 「
経17 9度59分43秒の線、北海道恵山岬灯台から青森県尻屋崎灯台に至る線の ~ 
中心点を通る正東線及び北緯20度21秒の線に固まれた海域を指す。

2.北部太平洋まき網漁業協同組合連合会の事業概要

(1）主要事業

会員及び所属員に対する指導事業を中心に活動し、その主な事業は次のとおり

である。

・経営対策

・TA C管理
－資源管理計画

・許可一斉更新対策

．漁業調整

・水産業体質強化総合対策事業

・漁業・養殖業復興支援事業 0 

(2）会員所属組合員の経営状況

①管轄海区における許認可隻数

平成25年7月現在

19トン型 80トン裂 110トン型 135トン型 計

青森県 2 1 4 7 

宮城県 9 9 

福島県 2 1 12 15 

茨城県 1 10 1 9 21 

千葉県 16 4 1 21 

計 19 17 2 35 73 
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②漁業者数（所属員）と実稼働統数

当海区の許可は、管轄する5県所在漁業者のほか、全国各地の漁業者も所有
しているが、マサパ資源の減少により当海区で操業する統数も減少しており、

近年の実操業統数は約34カ統（2そうまき8カ統）となっている。

c 

③漁業経営

従前は漁獲対象資源の減少並びに継続的な魚価安による水揚高の減少に加

えて燃油等経費の高騰等により、赤字経営を余儀なくされている経営体が多か

ったが、近年はマサバ太平洋系群資源に見られるように対象資源の回復傾向並

びに経営体によるコスト削減の徹底等もあり、概ね単年度の収支は黒字となっ

ているものと考えられる。

とれまでの漁船建造等の設備資金は、政策公庫を中心に調達され、運転資金

は地銀及び信漁連から調達されてきたが、経営の逼迫から漁船建造資金の調達

は一部の優良な経営体に限られ、漁船も概して老朽化の一途を辿ってきた。

しかしながら、経営の回復基調にあって代船建造意欲も盛り上がりウつあり、

漁船建造を機に各経営体の状況に応じた経営改善策を講じることが重要な課

題となっている。

④船団の状況

使用船舶は、 1船団あたり 3～5隻（網船1隻、探索船l～2隻、遼搬船l
～2隻）を所有しているが、一部の漁業者を除きその船齢は15年を超え、か
つ、 20年を超過した漁船を使用しているケースもある。

8 0トン型・ 13 5トン型網船船齢構成

1 0年未満

14 
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0 (3）まき網漁業の水揚状況と存続の必要性

①水揚状祝と地域経済への貢献

参考l表のとおり、東日本大震災以前の2ヶ年の潟獲量は28万～35万ト
ン、金額は264億円～347億円である。
参考2表のとおり、水揚港は、イワシ、サパ、カツオ等の回遊性魚を漁獲対
象としているため、漁場の形成状況により千葉県銚子港から青森県八戸港まで

の漁港であり、各漁港へ水揚することにより各地域の仲買人、運送業者、水産

加工業者、造船所、漁具メーカ一等関連業界の経営にとってまき網漁業は欠か

せない存在であり、地元出身の乗組員の雇用を含め、地域経済の振興に貢献し

ており、震災後は被災地港への積極的な水揚げを行い早期復興に協力している。

＠水産物の自給率向上と安定的供給

マサパ資源は、 19年、 21年の卓越年級群の出現により増加傾向がみられ、
乙の資源を維持するため、前述のとおり資源回復計画を実行してきたが、との

効果により 20・21・22年盛漁期に50 0グラムアップの魚体が出現し、
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生鮮食用向けの供始に加え、輸入原料に依存してきた水産加工業への原料供給

増により、自給率が向上するものと推測され、更に加入が良好と評価された2
1年級群、 22年級群の適正漁獲、合わせて23年級群の保護に努めるととに
より持続的な資源の有効利用が図られ、一層国民への水産物としての蛋白資源
の安定供給に大きな役割を発揮できると考えられる。

(4）経営再建への取総状況

①漁業・養殖業復興支援事業への対応

平成19年6月に水産業体質強化総合対策事業に基づき設置した、北部太平
洋大中型まき網漁業地域プロジェクト協議会において、コスト削減を柱とした

合理的操業を目標とした代船建造の推進、付方日価値を高めた漁獲物の水揚によ

る地域経済の振興に貢献する、各地区改革計画の策定に取り組んできたが、東

日本大震災からの早期復興を目的とする同事業が設置されたことに伴い、平成

23年12月に同事業に基づき設置した、北部太平洋大中型まき網地域漁業復 r 
興プロジェクト協議会において、北部太平洋大中型まき網漁業復興計画（全体 "---'' 

計画）を策定し、第l回中央協議会で認定を受けた全体計画に基づき・、本漁業
の近代化、合理化を図りつつ、生産関係及び加工流通関係と連携し、地域水産

業の早期震災復興並びに地域経済の活性化の促進について各地区復興計画の

策定に取り組んでいる。

②資源管理計画

国が定めた従来のマサバ太平洋系群資源回復計画は順調に推移し、平成23
年度で終了したが、同年度中に水産庁長官確認の自主同資源管理計画を策定し

同年度から継続実施する乙ととなった。

参考1表のとおり、近年は安定した漁獲となり、世界的な魚の需要による価
格の底支えもあり、かつ魚体の大型化に伴い価格も上昇しており、今後は資源

管理計画の確実な実行を期し、併せて需要に即応した供給を基本とした操業体

制を構築する計画としている。

③基金協会への出資

漁業者が基金協会保証による安定的な資金供与を得るために、全国遠洋沖合

漁業信用基金協会へ40百万円を出資している。
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（参考1) .北部太平洋海区大中型まき締漁業の魚種別水揚推移

単位数量：トン、金額：千円、 単価：円／Kg

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

数量 金額 : 単価 数量 ； 金額 : ：単価 数量 ； 金額 : J単価 数量
I 
金額 B単価

I ． ． 
’ 

まいわし 43, 013: 4, 128, 913 : 96 62, J63 I 2, 819, 768 I 45 60, 432 I 3, 166, 300 I 52 77, 743 I 4, 648, 842 : 60 
I I I 

I I 

せ〈「ろ 60, 061’2, 331, 451 I 39 64, 430 I 2, 631), 079 I 41 Jl, 284 I 444, 4ll ' 39 29, 317 ' I, 344, 249 I 46 
’ l 

I I I ． ． ‘・さ ば 168, 405 : 13. 205, 497 : 78 102, 411 : 8, 614, 391 : 84 140, 673 : jQ, 227, 447 I 73 121. 836 : 13, 421, 218 : 110 

あ じ 9, 783 : 894, 018 : 91 
I 

6, 421 I 536, 447 : 84 8, 252 : 887, 827 : 108 
I I 9, 601, 1,342,828, 140 ． . . ． 

u、昔、 I I 
13, 0目4I 2, 195, 724 I 169 

I I 
9, 485 I 1, 412, 884 I 149 9, 784 I l, 156, 810『 118 4, 870 : 925, 6日4I 190 

I I 
I 

’ 
目 I 

かコお 44, 337 I 8, 327, 626’ 
I I 

188 11, 0J7 I 2, 495, 821 I 227 !fi, 938 I 4, 544, 740 I 
I I 

268 23, 097 I 5, 391, 067’ 233 
． ． 

まぐる 22’ 22, 715 : I. 033 280 I I 437, 107 : I. 561 191 I 
I 
434, 494 : 2. 275 309 I 328, 693 : I. 064 

その他 17, 349 1 3, 685, 772』 212 l fi, 846 I 4, 033, 125 I 239 ’ i 31, 042 1 fi, 230, 600 1 201 25, 909 : 4, 810, 272 : 186 

合計
I I 

355, 974 I 34, 791, 716 I 98 273, 061 : 22, 980, 222 : 84 278, 596 : 27, 092, 629 : 97 
I I 

292, 682 I 32, 2J2, 773 I 110 
目

’ 
I ， 



（参考2) 北部太平洋海区大中型まき網漁業の水揚港別水揚推移

平成22年 平成23年 平成24 平成25

水揚港 数量（トン） 金額（千円） 数量（トン） 金額〈千円〕 数量（トン） 金額（千円〉 数量（トン） 金額（千円）

355,974 34,791,716 273,061 22,980,222 278,596 27,092,629 292,682 32,212.773 
}¥ 戸 53,948 5,796,373 61,171 5,430,533 57,719 4,993,003 35,743 3,846,718 

久 慈 150 12,624 206 15,484 。 。 。 。
宮 古 。 。 。 。 。 。 。 。
大船渡 1,176 199,339 。 。 515 76,595 813 121,993 

気仙沼 14,604 3,084,806 4,397 1,208,159 4,389 1,394,340 10, 178 2,618,658 

女 JII 3,146 430,993 。 。 2,280 422,041 5,628 874,968 

石 巻 56,729 自，130,682 5,050 546,980 12,581 2,068,069 32,303 4,216,979 

塚 釜 801 350,214 1,917 934,618 1,236 1,006,612 1,091 605,169 

中之作 3,286 959,314 。 。 26 14,931 76 22,881 

トーム 小名浜 3,815 707,521 1,786 83,365 1,166 123,279 1,327 166,637 
トコ 大 津 1,178 46,103 8 572 73 252 17,028 

はさき 26,090 1,061,996 9;084 406,440 。 。 7,159 381,526 

銚 子 188,460 15,544,716 186,480 13,866,761 193,332 15,969,250 194,796 18,646,499 

勝 滞 。 。 。 。 1,019 361,315 766 254,661 

その他港 2,591 467,035 2,962 487,310 4,332 663,121 2,550 439,056 

ケ） ケト）
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がんばる漁業復興支援事業対応フロー図

水産庁

進達 承認

（事業主体） 水産業・潟村活性化推進機構

漁業復興プロジェクト中央協議会

③復興計画案申請 ④復興計画案認定

「－・ ~ 

②復興計画案策定

（事業実施者の選定）

北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト

（運営者）北部太平洋まき網漁業協同組合連合会

事業実施者

（操業契約）

北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト協議会
「ー 経営改善計画

↑ ↑  
北まき漁業復興中小漁業経活支援協議会

銚子地区

部会

①復興計画案取りまとめ

波崎地区｜｜ 大津地区

部会 I I 部会
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小名浜地区

部会
総業者
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地域漁業復興協議会委員

所属団体 役職

（う 。
北部太平洋大中型ま音網漁業地借漁業復興プロジェヲト構成機関及び名簿

平成26年4月1日現在

小名浜地区部会委員

氏名 備考 所属団体 役職

日本政策金融公庫農林水産事業本部
グループリーダー 野蹟賢一

官接推進部林業水産営業グループ

福島県水産事務所 所長

いわ吉市水産振興室 室長

東京水産大学 名誉教授 11'肉正ー
全国水産加工業協同組合連合会 常務現事 杉浦正悟

日本政策金融公庫仙台支店
課長

農林水産事業林業水産課
石巻魚市場株式会社 代表取締役 須能邦雄 福島県信用漁業協同組合連合会 代表理事会長

命的金固まき網漁業協会 専務理事 中森光征 東邦銀行小名浜支店 支店長

~t部太平洋吉告網漁業1協同組合連古会 代表理事会長 川本省自 会長 福島県漁業協同組合連合会 専務理事

北部太平洋嘆き網漁業協同組合連古書 副会長理事 鈴木徳穂 会長ii:週 1）、名浜水産加工業協同組合 代表理事組合長
石巻魚市場賞受人協同組合 代表理事 布施三郎 1）、名浜機船鹿島網漁業協同組合 現事

徳島県旋網機業協同組合 代表理事組合長

：宮崎地区部会委員 小名浜まちづ〈り市民会議 会長

所属団体 役職 氏名 備考

茨城県農林水底部漁政課 課長補佐 青木雅志 銚平地区部会設員

神栖市波崎総合支所水産・地域整備課 課長 篠塚和美 所属団体 役職

日本政策金融公庫東京支店
課長 新緑和室

農林水産事業林業水産第一課

干葉県銚子水産事務所 所長

銚子市産業観光都水産課 課長
波崎水産加工業協閉組合 代表理事組合長 晶木安四郎 部虫長代理

神梅市波崎水産物地方卸売市場 市場長 多国好家
日本政策金融公摩東京支店

課長
農林水産事業林業水産第一謀

1まさき漁業協同組合 代表理事組合長 石田洋一 部会長

茨城県旋網漁業協同組合 専務理事 菅谷邦生

干業県信用漁業協同組合連合会
営業部長代理

銚手営業所

茨城県信用繍業協同組合連合会 代表現事事務 栗田敏夫 金銚子市水産加工業協同組合 副組合長
銚子生魚商業協間組合 代表理事

大津地区部会蚕員 干葉県漁業協周組合連合会銚子工場 工場長

所属団体 役臓 氏名 備考 銚子市漁業協同組合 代表理事組合長

茨城県農林水産部漁政課 謀長補佐 青木雅志 ，， 市場長理事

北茨城市環壌鹿業部農林水産課 農林水産課長 新妻博文 干葉県旋網漁業協同組合 代表理事組合長
日本政策金融公庫東京支店

課長 新鞍和重
農林水産事業林業水産第一課 北まき連合会中小漁業経営支援協議会委員

茨城県信用漁業協同組合連合会 代表理事専務 栗田敏夫 所属団体 役職
大滞港水産加エ業協同組合 代表現事組合長 杉本佳幸 日本政策金融公庫東京支店 農林水産事業統括

北茨域市＂j;;津水産物卸売市場 市場長 坂本善則 全国遠洋沖合繍業信用基金協会 理事長

大津漁業協同組合 代表理事組合長 鈴木将之 部会長 高木賢法律事務所 弁綾士
茨城県旋網漁業協同組合 専務理事 菅谷邦生 北部太平洋まき網漁業協同組合連合会 代表理事会長

II J'I'.パイザー
側漁協経営セン者一 l代表取締役会長

氏名 櫛考

河合孝

中海秀夫

小林昭仁

佐藤弘行

久家文寿

新＇Ii芳弘 部会長代理
小野串j仁

柳内克之

野崎哲 部会長

佐藤毅

氏名 備考

根本均

椎名寛

新鞍和室

星野幸夫

よ繰 夫

宮川勝弘

土屋克夫

坂本雅信 部会長

和田 夫

伊東衛 部会長代理

氏名 備考
山城進

柴帯幸男

高木賢
川本省自

山本辰義
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